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は じ め に 

～明るく希望にあふれる未来に向かって～ 

 

 昨今の経済情勢は、国の経済対策により、長く続いた景気低迷から緩やかに回復しつつあ

るものの、消費税率の引上げに伴う物価上昇や税制改正の影響など、先行きが不透明な状況

にあります。 
 本市財政におきましては、市税収入に緩やかな増加が見込まれる一方で、高齢化の進行な

どにより、扶助費をはじめとした義務的経費が増加を続けており、今後においても依然とし

て厳しい財政運営となることが見込まれます。 
 こうした厳しい財政状況にあっても、中期実施計画の初年度となる平成２６年度予算編成

にあたりましては、「広域交流拠点性の更なる向上」「防災・減災対策の推進」「健やかで心豊

かな暮らしの実現」「地方分権改革の推進」の４点を市政運営の重要な視点として位置づけ、

あらゆる事務事業を精査しながら、中期実施計画の着実な推進に重点を置いた予算編成を行

いました。 
 
 さて、平成２６年度当初予算の特徴は、昨年度に引き続き、平成２５年度３月補正予算と

の一体的な予算編成を行った点にあります。その結果、一般会計の予算規模としては補正予

算分を合わせ過去最大の２，６２４億円となり、前年度比で実質２．５％の伸びを確保した

ところです。 
 平成２６年度予算におきましては、防災、福祉、子育て、医療、産業、環境、教育など各

種市民サービスの充実を図るための施策に真摯に取り組んでいくほか、消費税率引上げに伴

う地域経済への影響を最小限に留め、国と一体となった経済・雇用対策を推進するため、防

災関連事業などを前倒して実施してまいります。 
 また、さがみ縦貫道路の市内区間の全線開通やリニア中央新幹線の駅設置計画など、近年、

急速に高まりつつある本市のポテンシャルを十分に活かし、「人や企業に選ばれる都市づく

り」を進めるため、必要な施策に積極的に取り組んでまいります。 
 

本年は昭和２９年に市制を施行して６０周年を迎えます。先人の英知とたゆまぬ努力によ

り着実な発展を続けてきたこれまでのまちづくりを振り返り、市民の皆さまや事業者の皆さ

まとともに、ふるさと相模原の明るく希望にあふれる未来に向かって、全力を尽くしてまい

りたいと存じます。 

 

  平成２６年２月１９日             相模原市長 加山 俊夫 
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一般会計当初予算  

予算規模は２，５７６億円（対前年度比５．４％増） 

国の補正予算を受け、平成２６年度当初予算と 
平成２５年度３月補正予算を一体編成 
 

合計の予算規模は過去最大 
２，６２４億円（対前年度比２．５％増） 

 
 

 
 

市税収入は ４０億円の増収 

（対前年度比３．７％増） 

政令指定都市移行後では、 
対前年度比で最大の伸び率。 

 
 

市政運営における重要な視点 

・広域交流拠点性の更なる向上 

・防災・減災対策の推進 

・健やかで心豊かな暮らしの実現 

・地方分権改革の推進 
 

 平成２６年度当初予算のポイントを「「一一気気読読みみ！！」」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
   
 
   
 
 
           
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①にぎわいと活力に満ち、 

市民がいきいきと暮らせる都市づくり 
・ 広域交流拠点の形成・ 

交通ネットワークの充実  70.7億円 

（73.5億円） 

・ 産業を中心とした 

新たな拠点づくり  8.0億円 

・ 地域産業の活性化     123.4億円 

・ にぎわいと活力を創出する 

商業・観光の振興   1.9億円 

 

④地球環境を保ち、自然と共生する社会づくり 

・ 地球温暖化対策          0.8億円 

・ 資源循環型社会の形成       0.4億円 
・ 自然環境の保全          0.1億円 

②災害に強く、 

健康で心安らかに暮らせるまちづくり 
・ 防災・減災対策       131.2億円 

               （174.9億円） 

・ 暮らしにおける 

安全・安心の確保   7.0億円 

・ 地域福祉の増進        0.1億円 

・ 高齢者の福祉の向上     18.0億円 

・ 障害福祉の充実       1.4億円 

・ 医療体制の拡充       1.0億円 
・ 基地対策          0.1億円 

（）内は一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計 
平成２６年度 重点施策の概要 
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行政改革の推進 

・人件費の抑制            約３．２億円 

・財源確保に向けた主な取組       約５．４億円 

・効率的・効果的な財政運営      約４．７億円 

 
 

  義務的経費は引き続き増加 

１，３３２億円
平成２５年度

⇒ １，３７５億円
平成２６年度

 

（＋４３億円） 

扶助費の増加（＋４６億円） 
（生活保護費・障害児者介護給付費等） 

 
一般会計、特別会計合計の当初予算 

予算規模は４，３０１億円（対前年度比４．８％増） 

一体編成した合計の 
予算規模は過去最大 
４，３４９億円（対前年度比３．１％増） 
 
国民健康保険事業、介護保険事業等給付費の増加 
借り換えによる公債管理の増加 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            
 

持続可能な都市経営の推進 

・ 持続的な都市経営の推進     5.4億円 

（6.4億円）  

・ 市民の利便性の向上に向けた 

取組の推進 3.1億円 

・ 開かれた市政の実現に向けた 

取組 0.2億円 

・ 行財政運営              0.1億円 

 

③健全で希望にあふれる次世代を守り、はぐくむ環境づくり 

・ 子育てを支える環境づくり        32.2億円 

・ 生きる力をはぐくむ学校教育の推進   1.3億円 
              （20.7億円） 

⑤市民が輝き、市民が主役の地域づくり 

・ 市民協働の推進と 

市民自治に根ざしたまちづくり  5.8億円 

・ 市民が誇りや愛着を持てる 

郷土づくり  2.3億円 

・ 心豊かに生活できる地域づくり   8.0億円 

                （10.0億円） 

 

（効果額） 



－ 4－

 
- 4 -

一般会計は５．４％増 

 
平成２６年度当初予算は、５．４％の増加

となっていますが、昨年度と同様に一部事業

を３月補正予算として計上しており、一体編

成した合計の予算額は、２，６２４億円とな

り、前年度の一体編成予算と比較すると６５

億円、２．５％の増加となります。 

１ ． 予 算 規 模 

 
 一般会計と特別会計を合わせた全会計での予算規模は、総計が約４，３０１億円で平成

２５年度当初予算と比べ４．８％の増加となっています。会計間の出し入れによる重複部

分を控除した正味の財政規模を示す純計では、約３，８７２億円、対前年度比５．０％の

増加となっています。 
   （表１）平成２６年度 各会計予算                  （単位：千円） 

 一般会計 特別会計 総 計 純 計  公営企業会計

平成２６年度 225577,,660000,,000000  117722,,446688,,880000 443300,,006688,,880000 338877,,115599,,664477    2277,,887777,,441133

平成２５年度 224444,,550000,,000000  116655,,668833,,330000  441100,,118833,,330000  336688,,661177,,770077    2266,,661166,,773344  

増減率 5.4％ 4.1％ 4.8％ 5.0％  4.7％
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特別会計

一般会計

2,925
3,174

3,427
3,299 3,308

3,983 3,996

〔億円〕 予算規模の推移

4,248
4,102

4,301

特別会計は ４．１％増 

 
国民健康保険事業や介護保険事業、

後期高齢者医療事業の給付費の増

加や、市債の返済を行う公債管理に

おける借換え額の増加による影響

によるものです。 

（グラフ１）
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一般会計予算規模の推移

2,624
2,5592,4832,456

2,340

2,0742,0321,9701,894
1,766

0
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〔億円〕

.

２．一般会計予算案の概要 

 

 １   予算案の概要 

       
 
 
 
 

 
 
 
各種経済対策等により、長く続いた景気低迷から緩やかに回復しつつあるものの、

消費税率の改正等、景気への影響が懸念される状況となっています。このような中、

平成２６年度当初予算においては、より一層の歳入の確保に努め、「新・相模原市総合

計画 中期実施計画」における各施策を着実に推進するため、暮らしの向上や広域交

流拠点都市としての更なる発展に向けた経費など、重点施策に掲げる事業に必要な経

費を計上しています。 

 
  
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 

（伸率％）   (0.9)     (9.7）    (9.1)    (3.1)    (2.1)     (12.8)    (△0.1)   (6.2)  (△1.5)    (5.4) 
           実質      (2.3)     (4.0)                  （5.0） （1.1）   (3.1)    (2.5) 

※ １７年度の予算規模は１，６４７億円 
      １，７６６億円は、相模原市、津久井町、相模湖町、津久井郡広域行政組合の当初予算合計額（重複分を除く） 
    ※ １８年度の予算規模は１，８０６億円 
      １，８９４億円は、相模原市、城山町、藤野町の当初予算合計額（重複分を除く） 

※ ２３年度の骨格予算規模は２，３３８億円 
      肉付けの補正予算、子ども手当を含めた実質予算額は２，４５６億円 
     ※ ２５年度の当初予算額は２，４４５億円 一体的に編成した、２４年度３月補正予算との合計額は２，５５９億円

※ ２６年度の当初予算額は２，５７６億円 一体的に編成した、２５年度３月補正予算との合計額は２，６２４億円

1,647 

1,806 

歳入 

景気の回復基調を背景に、市税収入は前

年度に比べ増収が見込まれます。また、

収納対策の強化や低未利用資産の積極的

な活用など歳入確保に取り組んでいます。

 

歳出 

扶助費などの義務的経費の伸びが予想さ

れる中、子育て、医療、福祉、環境など各種

市民サービスや教育環境の充実を図るほか、

経済対策の実施や広域交流拠点都市として

の更なる発展に向けた経費についても盛り

込んでいます。 

（グラフ２） 

2,338 
2,445 

2,576 

(0.9)     (9.7  (9.1)    (3.1)    (2.1)     (12.8)    ( 0.1)   (6.2)  ( 1.5)   (5.4) 
 (2.3) (4.0) 5.0 1.1    (3.1)  (2.5) 
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　　　市政運営に当たっての重要な視点

□広域交流拠点性の更なる向上

□防災・減災対策の推進

□健やかで心豊かな暮らしの実現

□地方分権改革の推進

★は新規事業　

　　　重点施策 （）は平成２５年度３月補正予算において
予算措置し、平成２６年度に事業を実施するもの

　平成２６年度の市政運営に当たっては、５つの柱を掲げて重点施策に取り組みます。

本市の広域交流拠点都市としてのポテンシャルを飛躍的に向上させる事業が集中しており、それら
を見据えた中で、本市としての成長戦略を描き、「人や企業に選ばれる都市づくり」を進めてまい
ります。

東日本大震災の教訓を踏まえ、自助・共助による自発的な防災活動を促進し、地域における防災力
を高めるとともに、緊急に実施する必要性が高く、速効性のある防災・減災対策を推進してまいり
ます。

次代のさがみはらを担う子どもたちの豊かな心や生きる力を育む環境整備を進めるとともに、子育
て世代が育児と仕事の両立を図ることができるよう、子育て支援に向けた取組を進めてまいりま
す。また、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすための環境整備を進めてまいります。

地域の実情に応じた事業にスピード感を持って取り組むため、国・県からの事務・権限及びそれに
伴う財源の移譲を求めるなど、真の分権型社会の構築を目指してまいります。

　平成26年度の市政運営に当たっては、次の４点を重要な視点として取り組んでいきます。

１

３．主 要 施 策

２

◆広域交流拠点の形成、交通ネットワークの充実 （2億8,000万円 ）

○橋本駅周辺の整備計画の策定 ・・・・ 1億　 32万円

○相模原駅周辺の整備計画の策定 ・・・・ 6,813万円

○小田急多摩線の延伸に向けた取組 ・・・・ 1,052万円

○新しい交通システム導入に向けた検討 ・・・・ 1,590万円

○交通不便地区等における生活交通の確保 ・・・・ 1億7,178万円

○道路整備の推進 ・・・・ 67億　645万円

・津久井広域道路の整備 （2億8,000万円 ）

・都市計画道路の整備

◆産業を中心とした新たな拠点づくり

★「（仮称）新・産業振興ビジョン」の策定 ・・・・ 600万円

○新たな拠点づくりの促進 ・・・・ 7億9,829万円

・当麻地区土地区画整理事業の促進

・川尻大島界地区土地区画整理事業の促進

★麻溝台・新磯野地区整備事業の推進　

70億7,310万円

8億　429万円

にぎわいと活力に満ち、市民がいきいきと暮らせる都市づくり

-　6　-
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◆地域産業の活性化

○中小企業の支援 ・・・・ 122億7,642万円

・中小企業融資制度などの支援拡充

・中小企業の技術研究開発の促進

・産業支援機関との連携強化、産学連携・企業間連携の推進

○雇用対策の推進 ・・・・ 6,173万円

・相模原市総合就職支援センターを中心とした就労支援

★女性が働きやすく家庭に優しい職場環境の促進

◆にぎわいと活力を創出する商業・観光の振興

○商店街の環境整備などの支援の推進 ・・・・ 4,530万円

・・・・ 9,364万円

○農産物直売所の運営支援などによる「地産地消」の推進 ・・・・ 1,031万円

○シティセールスの推進 ・・・・ 4,136万円

・ＪＡＸＡと連携した「宇宙」をテーマとした事業の実施

★市制施行６０周年記念事業の実施

◆防災・減災対策 （43億7,142万円 ）

○さがみはら防災・減災プログラム事業の推進 ・・・・ 14億6,276万円

（16億2,678万円 ）

131億2,059万円

123億3,815万円

1億9,061万円

・地域防災力の向上に向けた取組（防災スクールの実施、自主防災組織への資機材の配備など）

○魅力ある観光エリアの形成の促進、観光人材育成の推進、観光情報発信事業

災害に強く、健康で心安らかに暮らせるまちづくり

（ 億 , 円 ）

・避難対策の充実に向けた取組（避難所備蓄の拡充、防災用一般倉庫の整備など）

★防災教育の推進（学校安全の手引の全校配布、緊急地震速報システムの導入など）

★宅地耐震化の推進（大規模造成地の変動調査の実施など）

○都市防災力向上に向けた取組 ・・・・ 116億5,783万円

（27億4,464万円 ）

◆暮らしにおける安全・安心の確保

○消防・救急体制の充実 ・・・・ 6億7,314万円

・相原分署の整備

★津久井消防署の整備

★青根分署の整備

・救急高度化の推進

○消費者啓発事業の推進 ・・・・ 232万円

○自転車事故対策の推進 ・・・・ 1,513万円

○ＤＶ対策の推進 ・・・・ 587万円

◆地域福祉の推進

○第３期地域福祉計画の策定 ・・・・ 201万円

・インフラの安全対策

6億9,646万円

201万円

・建築物に対する耐震化の促進（既存木造住宅、既存非木造共同住宅、既存大規模建築物の耐震化に向けた支援など）

・防災対策の推進

-　7　-
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◆高齢者の福祉の向上

○第６期高齢者保健福祉計画の策定 ・・・・ 929万円

○特別養護老人ホーム等の整備 ・・・・ 9億2,700万円

○地域包括支援センターの整備 ・・・・ 8億6,217万円

◆障害福祉の充実

○障害福祉施設の整備 ・・・・ 8,340万円

★相談支援キーステーションの運営 ・・・・ 5,910万円

◆医療体制の拡充

○総合診療医の確保・育成対策の推進 ・・・・ 6,565万円

★風しん抗体検査の実施、予防接種費用の助成 ・・・・ 1,199万円

○胃がん検診内視鏡検査の拡充 ・・・・ 2,137万円

◆基地対策

○早期利用・返還に向けた取組、騒音などの課題解消に向けた要望活動 ・・・・ 1,212万円

◆子育てを支える環境づくり

★子ども・子育て支援事業計画の策定 ・・・・ 526万円

9,901万円

1,212万円

32億1,719万円

17億9,846万円

1億4,250万円

健全で希望にあふれる次世代を守り、はぐくむ環境づくり

○保育所待機児童対策の推進 ・・・・ 12億9,655万円

・民間保育所の整備

★小規模保育事業の実施

・認定保育室の利用の促進

○児童クラブ待機児童対策の推進 ・・・・ 2,487万円

・児童クラブの整備

・放課後子ども教室事業の拡充

○小児医療費助成事業の拡充 ・・・・ 18億9,051万円

◆生きる力をはぐくむ学校教育の推進 （19億3,887万円 ）

★児童支援体制の強化 ・・・・ 1,515万円

・・・・ 1,913万円

★中学校３年生における３５人以下学級のモデル実施 ・・・・ 939万円

○校舎改修事業、トイレ改修事業、給食室改築事業 ・・・・ 5,941万円

（19億3,887万円 ）

★小・中学校への空調設備の設置に向けた取組 ・・・・ 2,412万円

◆地球温暖化対策

○再生可能エネルギー利用設備等の設置促進 ・・・・ 4,290万円

○中小企業に対する省エネルギー対策の推進 ・・・・ 3,303万円

★「いじめ防止基本方針」に基づいた、いじめ防止対策の推進

1億2,720万円

7,593万円

地球環境を保ち、自然と共生する社会づくり

-　8　-
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◆資源循環型社会の形成

○４Ｒの推進に対する市民意識の醸成 ・・・・ 4,197万円

◆自然環境の保全

★「（仮称）環境影響評価条例」の制定 ・・・・ 814万円

◆市民協働の推進と市民自治に根ざしたまちづくり

○区役所機能の強化 ・・・・ 9,260万円

★「市民協働推進基本計画」に基づいた事業の推進 ・・・・ 301万円

・協働に関する学習機会の提供

・協働を推進するための人材の育成

○自治会の加入促進 ・・・・ 2,597万円

○市民・大学交流センターの運営 ・・・・ 1億5,636万円

○地域活動、市民活動の促進 ・・・・ 3億  153万円

◆市民が誇りや愛着を持てる郷土づくり

○区制を生かしたまちづくりの推進 ・・・・ 2億2,567万円

◆心豊かに生活できる地域づくり （1億9,971万円 ）

2億2,567万円

814万円

7億9,966万円

5億7,947万円

4,197万円

市民が輝き、市民が主役の地域づくり

○文化振興 ・・・・ 4億5,678万円

・市民会館のリニューアル事業

・フォトシティさがみはらの開催、アートラボはしもとの運営

○スポーツ振興 ・・・・ 3億4,288万円

・相模原麻溝公園外周ジョギングコースの整備 （1億9,971万円 ）

・（仮称）横山公園多目的フィールドの整備

★武道館機能を有する総合体育施設等の整備に向けた検討

★Ｊリーグ施設基準等を満たしたスタジアムの整備に向けた調査・検討

・ホームタウンチーム支援

○持続的な都市経営の推進 ・・・・ 5億3,617万円

・「土木施設維持管理基本方針」に基づく土木インフラ施設の維持管理 （1億　161万円 ）

★事務の効率化に向けた庶務事務システムの導入

・市税等収納率の向上に向けた取組

○市民の利便性の向上に向けた取組の推進 ・・・・ 3億　760万円

★各種証明書を交付する「コンビニ交付」の導入に向けた取組

★社会保障・税番号制度への対応

○開かれた市政の実現に向けた取組 ・・・・ 2,118万円

★公文書館の設置

○行財政運営 ・・・・ 267万円

・総合計画等の着実な推進

・相模総合補給廠共同使用区域（スポーツ・レクリエーションゾーン）の整備に向けた取組

持続可能な都市経営の推進

・総合計画等の着実な推進

-　9　-
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〈 予算編成の考え方 〉 

防災対策の基本理念や市・市民・事業者の責務、災害対策の基本事項などを定めた「防

災条例」の普及啓発を図るとともに、今後懸念される大規模災害に備え、「さがみはら防災・

減災プログラム」に基づく取組を推進し、本市の地域防災計画の実効性を高めるとともに、

災害に強いまちづくりを着実に進めます。 

また、災害対応力の向上に向け、九都県市、多くの市民、防災関係機関などと連携した

九都県市全体の中央会場としての大規模な訓練を実施します。 

 

〈 予算額 〉  １３，１２０，５８６千円 

25 年度 3月補正による一体編成分との合計 

１７，４９２，０１２千円  

 

さがみはら防災・減災プログラム        １，４６２，７５９千円 

   2５年度 3 月補正による一体編成分との合計  ３，０８９，５４１千円 

住民の避難、行政・社会機能の維持や災害に強いまちづくりに資する事業及

び災害に対する市民の不安の解消につながる事業について、平成２５年度から

３２年度にかけて取り組むものです。なお、２７年度までをより緊急性の高い

事業を推進するための集中取組期間とします。 

 

〈 平成２６年度の主な事業（◎は新規事業）〉 （★）は 25 年度 3月補正予算分 

 地域防災力の向上                248,877 千円 

地域の防災力を高め、市民や地域自らが災害拡大等に対応できる体制づくりに向け

た事業を実施します。 

◆防災意識の普及啓発など「自助」の促進 

◎市制施行６０周年記念防災フォーラム開催事業 

広く防災意識を醸成し、地域における更なる自主防災力の向上を図るため、「防災フ

ォーラム」を開催します。 

◎防災教育推進事業 

児童・生徒が災害時において危険を認識し自らの安全を確保することができるよう、

防災教育を推進するとともに、緊急地震速報システムの導入を進めます。 

○さがみはら防災スクールの運営及び防災マイスター派遣事業 

 自助・共助を中心とした防災知識の普及啓

発を進めるための人材を育成する「さがみは

ら防災スクール」を開催します。 

また、受講後に防災士の取得者を市の「防

災マイスター」に認証し、地域で普及啓発に

取り組むための派遣制度を創設します。 

 

４４．．防防災災関関連連経経費費のの概概要要 
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○既存住宅・建築物耐震化促進事業（拡充分） 

旧耐震基準の住宅・建築物の所有者に対し普及啓発を行うとともに、耐震診断等の

費用補助を行うことで、耐震化の促進を図ります。 

 

 ◆地域の災害対応力など「共助」の促進 

◎地区防災計画の策定事業 

自助・共助による自発的な防災活動を促進し、住民主体により

地域における防災力を高めるための、地区の防災計画策定に向け

た取組を進めます。 

  ○自主防災隊が使用する初期消火活動用資機材の配備 

自主防災隊に初期消火活動用資機材（小型消防ポンプ・スタン

ドパイプ）を配備し、火災延焼防止対策の強化を図ります。 

  ○土砂災害警戒避難体制整備事業 

 土砂災害による被害防止に向け、ハザードマップを作成します。 

○災害時要援護者避難支援事業の推進 

災害時要援護者支援ガイドラインの普及啓発などを進め、地域における災害時要援

護者の避難支援体制の構築が早期に図ることができるよう支援します。 

 

 避難対策の充実                 470,770 千円 

    （2５年度 3 月補正による一体編成分との合計 1,968,873 千円） 

災害時において、市民の生命と身体の安全を守るため、避難施設等の整備、備蓄物

資の拡充など、避難対策の充実に取り組みます。 

◆避難所等の充実強化 

 ◎給食室整備事業 

（避難所における炊き出し機能の充実） 

学校給食単独校及び学校給食センターにお

いて、災害時に炊き出しを実施するため、非

常用発電設備を整備します。 

  ◎避難所の応急給水資機材の整備 

避難所における応急給水用資機材の整備・

充実を図ります。 

  ○避難所における備蓄物資の拡充事業 

 高齢者や乳幼児等の要援護者及び女性に配慮した備蓄物資の拡充を図ります。 

  ○小中学校屋内運動場改修事業（★） 

災害時に避難所となる小・中学校屋内運動場のバリアフリー化などの改修を進めます。 

 ○防災備蓄倉庫（一般倉庫）整備事業 

 災害時に必要となる備蓄物資の充実や、救援物資の受入れなどのため、防災備蓄倉

庫（一般倉庫）を整備します。 
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◆災害時要援護者対策の拡充 

◎保育園・幼稚園における防災力の強化 

災害時に園児の安全を守るため、保育園・幼稚園に防災備品を整備します。 

○災害時要援護者避難支援事業の推進（再掲） 

 避難所等で生活する災害時要援護者が必要とする物資の備蓄を進めます。 

         

 

 災害対応体制の強化              743,112 千円 

（2５年度 3 月補正による一体編成分との合計 871,791 千円） 

地域特性を踏まえた具体的な災害対策に取り組むことが重要であることから、都市

部と中山間地、河川流域など、本市の地域特性やそれぞれの災害要因に対応した必要

な取組を進めます。 

◆災害活動機能の強化 

◎災害受援計画策定事業 

大規模災害時に、他の自治体や機関、ＮＰＯ、ボランティア、企業など多方面から

の支援を最大限に活かすための災害受援計画を策定します。 

 ◎小中学校ヘリサイン整備事業 

災害時の被害状況の確認や救出・救援、物資等の輸送などの体制を整えるため、小・

中学校の屋上にランドマークとなるヘリサインを整備します。 

  ◎一斉情報配信システムの導入 

   災害発生時における市民への迅速な情報発信のため、様々な情報伝達手段へ効率的

に配信する一斉情報配信システムを導入します。 

 

◆火災延焼対策の拡充 

○耐震性貯水槽整備事業 

大規模災害時等で消火栓が使用不能な場合においても、必要な消防用水利を確保す

るため、公園、広場等の公有地に耐震性貯水槽を整備します。 

  ○小型高圧遠距離送水装置整備事業 

河川等の自然水利からの送水のため、小型高圧遠距離送水装置を整備します。 

 

◆災害に強いまちづくり 

◎文化施設天井耐震化事業 

災害発生時の利用者の安全確保のため、国の耐震基準に基づき、文化施設の天井耐

震化を進めます。 
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都市防災力向上に向けた取組            11，657，827 千円 

2５年度 3 月補正による一体編成分との合計   14，402，471 千円 

〈 主な事業 〉 

 地域防災計画の改定               10,300 千円 

災害対策基本法の一部改正や首都直下地震対策等の検討、国が示す防災・減災に関す

る指針等に対応した地域防災計画の見直しを行い、更なる防災力の向上を目指します。 

 自主防災組織の育成・支援            24,813 千円 

  防災行動力を持つ自主防災組織の編成や、自主的な活動を支援するための資機材の

提供や訓練等の実施、活動経費の助成を行います。 

 災害時医療救護体制の整備               15,934 千円 

   救護所への医薬品や車いす等の資機材を配備するとともに、医療救護訓練を実施し、

災害時における医療救護体制を確立します。 

 防災訓練の実施                 108,013 千円 

   市民の防災意識の高揚、「自助」「共助」等の

連携意識の醸成を図ることを目的とし、本市の

地域特性を踏まえた、より実践的な訓練を実施

します。 

  また、９月１日の防災の日に、相模総合補給

廠の一部返還予定地で、九都県市による合同防

災訓練を実施し、広域防災体制の充実、防災機

能の強化を図ります。 

 

 放射線・放射能対策                13,368 千円 

   福島第一原子力発電所の事故に起因する

原子力災害に対し、市内の子ども関連施設や

公園等の各施設、学校・保育所の給食及び市

域における放射線測定等を実施します。 

 

 

 インフラの安全対策             11,122,594 千円 

   （25 年度 3 月補正による一体編成分との合計 13,867,238 千円） 

   災害発生時の対応や災害発生を未然に防止するため、公共インフラの整備及び老朽

化に対応するための維持補修整備を緊急的に実施します。 

○緊急輸送路などの確保      ９，０１８，２２８千円 

   （２５年度３月補正予算対応分   ７２０，０００千円） 

○老朽化したインフラの安全対策  ２，１０４，３６６千円 

（２５年度３月補正予算対応分 ２，０２４，６４４千円） 
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○平成２６年度の組織について 

政令指定都市移行から５年目を迎えるに当たって、広域交流拠点としてのまちづくり計

画の推進などの市政の重要施策の執行体制を強化するもの、区役所機能の拡充を図るもの

を中心として、課等の組織の改正を実施します。 

平成２６年度の相模原市の組織は１０局・３区・２２部で構成します。（部以上の組織の

改正はなし） 

 

 

 

相相模模原原市市のの組組織織  

５５．．各各局局・・各各区区予予算算のの概概要要 

組織図 

◎農業委員会

会 計 課

総 務 局

危 機 管 理 局

市 民 局

秘 書 課

健 康 福 祉 局

緑 区 役 所

◎消防

◎市選挙管理委員会
◎監査委員
◎人事委員会

消 防 局

中 央 区 役 所

南 区 役 所

議 会 局

市選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
人事委員会事務局
農業委員会事務局

こ ど も 育 成 部

まちづくり計画部
まちづくり事業部
土 木 部

保 健 所

経 済 部
環 境 共 生 部
資 源 循 環 部

総 務 部
渉 外 部

企 画 部
財 務 部

学 校 教 育 部
生 涯 学 習 部

企 画 財 政 局

環 境 経 済 局

都 市 建 設 局

教 育 局
教 育 環 境 部

税 務 部

福 祉 部
保 険 高 齢 部

副
市
長

市

長

◎議会

◎教育委員会



－ 15 －

 - 15 -

  

 

〈 予算編成の考え方 〉 

  議会では、分権時代に相応しい議会の在り方について検討を行っており、合意ができ

た事項から実行しています。 

議会局では、限られた財源の中で議会改革を着実に推進するため、議会の通年化や政

策立案機能の強化などに配慮し、各事業の内容を精査し予算編成を行いました。 

 

〈 予算額 〉  ８４６,５６０千円（ 対前年度比：△１．２％ ） 

 

〈 主な経費 〉            

 議員報酬等経費                     715,148 千円 

市議会議員の議員報酬・期末手当等に係る経費 

さがみはら市議会だより発行費           18,616 千円 

相模原市議会の活動状況を広く市民に周知し、議会及び市政に対する理解を深める

ため、「さがみはら市議会だより」を発行します。 

発行回数 年５回（定例号４回、臨時号１回） 

議会事務運営費（政務活動費）          57,600 千円 

相模原市議会議員の調査研究に資するため、必要な経費の一部として交付します。   

 

 

 

 

 

危機管理局は、危機管理、災害対応等において庁内各組織の総合調整や統括的な計画策

定などを行います。具体的な取組につきましては、今後懸念される大規模災害に備え、「さ

がみはら防災・減災プログラム」に基づく事業のほか、土木、消防など、さまざまな分野

における対策を行うことから、防災に関連する予算は複数の局に計上されています。 

 

防災関連の予算については１０ページ「防災関連経費の概要」をご覧ください。 

議議 会会 局局 議議  会会  局局  

危危  機機  管管  理理  局局  
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総総  務務 局局  

〈 予算編成の考え方 〉 

  総務局では、「新・相模原市総合計画 中期実施計画事業」の着実な推進のため、事務

事業の必要性や優先度を慎重に検討した上で、選択と集中による戦略的な予算編成を行

いました。  

  特に、歴史的公文書の保存と利用の拠点となる公文書館の設置、核兵器廃絶平和都市

宣言３０周年を迎える平和思想普及啓発事業及びシティセールスの観点からも宇宙航空

研究開発機構（ＪＡＸＡ）との連携強化が求められる銀河連邦サガミハラ共和国事業に

ついて、充実を図りました。 

  また、地方分権時代を担う高度で専門的な知識を有する職員の育成に継続して取り組

むため、研修事業費等の人材育成に係る経費についても、重点的な予算配分を行いまし

た。 

〈 予算額 〉  １，６９２，９３２千円（ 対前年度比：＋３．８％ ） 

 

〈 主な事業 〉 

 歴史的公文書保存等経費                 1,514 千円    

  歴史的公文書を適切な保存状態とするため、整理、くん蒸等の作業を行います。 

 公文書館開設経費（新規）            19,669 千円    

  歴史的公文書の保存・市民利用の拠点施設とし

て、（仮称）相模原市立公文書館を設置します。 

  設置場所：城山総合事務所 

 第２別館３階旧議場等 

  開館時期：平成２６年１０月予定 

 

 

 研修所研修事業費                 14,215 千円    

  相模原市人材育成基本方針に掲げる職員像である“果敢に挑戦する職員”の育成に

向け、地方分権に対応した、質の高い先進的な行政サービスを提供するために必要な

政策形成能力、政策法務能力など、職員の能力・意識の向上を図ります。 

 職員健康管理費                  96,416 千円    

  様々な行政サービスを担う職員の心と体の健康保持・増進を図ります。特に、メン

タルヘルス対策を中心に、病気の予防や早期発見、長期病気休業職員の減少及び円滑

な職場復帰と再休業防止を図ります。 

 基地対策事業                  12,120 千円    

  市内米軍基地の整理、縮小、早期返還を基本に相模総合補給廠の一部返還・共同使

用の早期実現を推進していくとともに、厚木基地の米軍機による騒音の解消、基地周

辺の生活環境の保全等に取り組みます。 

 

歴史的公文書の展示 
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 シティセールス推進事業              22,400 千円 

マスコミとの連携やFacebook、Twitter 等、SNS によるコミュニケーションなどを活用

し、IMC（統合型マーケティングコミュニケーション）の手法を取り入れた情報発信を通

じて、居住･ビジネス･観光等において多くの方から“選ばれる都市”となるよう、人々

の行動につながる情報発信の取組を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 銀河連邦サガミハラ共和国事業             8,014 千円 

ＪＡＸＡの施設が縁で４市２町により構成する銀河連邦において、相互の理解と親

善を深めるための取組を行います。 

また、平成２６年度中に打上げが予定されている小惑星探査機「はやぶさ２」の応

援事業等をＪＡＸＡとの連携により実施し、本市とＪＡＸＡのつながりを通じて、「宇

宙のまち さがみはら」を広くＰＲします。 

 平和思想普及啓発事業                 3,600 千円 

核兵器廃絶平和都市宣言を踏まえた「市民平和のつどい」を通じ、平和意識の普及

啓発を図るなど、世界平和に貢献する活動を進めます。平成２６年度はこの宣言から

３０周年を迎えることから、長崎市との共催による「（仮）戦争・原爆被災展」などの

記念事業を実施します。 

 広報紙等発行費                   171,374 千円 

市からのお知らせなどを市民に伝えるため、広報さがみはら、声の広報さがみはら

及び点字版広報さがみはらを発行します。広報紙編集業務への民間活力の導入の拡大

を図り、行政コストの削減を図るとともに、民間ノウハウを活用した、より魅力的な

広報紙の編集に取り組みます。 

  コールセンター運営経費              93,600 千円 

市民からの行政サービス等に関する問い合わせ等に一元的に応対するコールセンター

の運営、管理等を行います。履歴の分析等を活用し、住民サービスの改善に資するため

の、相模原版 CRM（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）を推進します。 

●事業の見直し● 

 時間外勤務時間縮減プロジェクトを推進するとともに、職員の勤務状況報告事務等の

効率化を図るため、庶務事務システムを導入します。 

JAXA、企業、自治体等との連携など、 

多様な切り口により相模原市の魅力を発信 
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〈 予算編成の考え方 〉 

  市民局では、市民がまちづくりの主人公であるとの認識の下、市民との協働による施

策を一層進める観点から、地域の様々な課題解決等に向けた地域活動・市民活動の更な

る活性化を図るとともに、安全・安心、快適、そして安らぎと潤いをもたらす生活・文

化環境の向上と市民ニーズに的確に対応する窓口・相談サービスの提供を目指し、予算

編成を行いました。 

  特に、市民協働推進基本計画に基づく「市民協働推進大学事業」の実施やコンビニ交

付による窓口サービスの拡充と効率化の検討など、新たな取組に重点的に予算を配分す

るとともに、自治会の加入促進、ＤＶ対策等の強化、消費者被害対策や自転車事故対策、

文化芸術活動拠点である市民会館の改修についても引き続き取組を進めます。 

 

 

〈 予算額 〉  ３，６２９，２２０千円（ 対前年度比：△２７．７％ ） 

 
〈 主な事業 〉 

 自治会連合会運営助成金                25,972 千円 

相模原市自治会連合会の円滑な運営を図る 

  とともに、昨年締結した連携基本協定に基づ 

き、相模原市自治会連合会との協働による 

「自治会加入促進重点プロジェクト」を更に 

進めます。 

 

 

自治会における加入促進の取組み 

 市民協働推進事業                 28,631 千円 

①市民協働推進基本計画推進経費（新規） 

新たに策定した市民協働推進基本計画に基づき、協働に関する施策を総合的かつ

計画的に推進します。また、地域活動や市民活動を促進するためのボランティア活

動認定制度を創設します。 

②市民協働推進大学事業（新規） 

協働を推進するための人材育成をはじめ、調査・研究、情報発信等を行う市民協

働推進大学事業を実施します。 

 

窓口サービスの拡充と効率化検討事業（新規）   7,600 千円 

   窓口サービスの向上を図るため、市民に身近なコンビニエンスストアにおいて、住

民票の写し等各種証明書を交付する「コンビニ交付」の導入に向けた準備を進めると

ともに、自動交付機等の見直しなど効率化を検討します。 

 

 

 

市市  民民  局局  
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 男女共同参画推進事業              47,238 千円  

男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画プラン２１に基づき、男女共同参画

施策の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、男女共同参画推進センターを拠点と

した各種啓発事業を実施します。また、ＤＶ対策の更なる推進を図るため、相談日を

拡大するなど相談体制の強化を図ります。 

 市民会館改修事業（継続費）          416,651 千円  

文化芸術活動拠点である市民会館をリニューアルし、幅広い市民文化の創造に努め

ます。（平成２５年度・２６年度継続事業）  

アートラボはしもと運営事業             28,124 千円  

美術系大学等との連携によるワークショップや 

まちづくり活動を通じ、アートによる先進的・実 

験的な取組を行うとともに、今後の美術館建設・ 

運営に必要な知識・経験を蓄積していきます。 

・大学生のプロデュースによる企画展示事業 

・美大生と小学生によるワークショップ事業 

・地元商店街と連携したまちづくり事業  など 

ワークショップ事業の様子 

 消費者啓発事業                  2,319 千円  

消費者被害を未然に防ぐため、子どもから高齢者まで各世代を対象にした各種講座

の開催や情報誌の発行など、消費者啓発事業を実施します。 

 地域交通安全活動推進事業              15,129 千円  

事故の割合が依然として高い自転車交通事故対策 

  など、地域の総合的な交通安全対策を進めるため、 

警察や交通安全関係団体、地域との連携により、交 

通安全教室等の各種啓発事業を実施するとともに、 

地域の交通安全活動を推進します。 

 

交通安全教室の様子 

 空き家等対策事業                  2,18７千円  

居住者不在のまま、長期間放置され、老朽化やゴミの投棄などにより市民生活に影

響を及ぼしている空き家の総合的対策を進めるため、所有者に対する新たな支援策を

実施します。 

 新たな火葬場のあり方検討事業             5,017 千円  

高齢化の進行などによる今後の火葬需要に対応するため、新たな火葬場の整備に向

けた取組を進めます。 

 

●事業の見直し● 

  ・防犯交通安全指導員の設置               △５，０５２千円 

防犯活動推進員と交通安全指導員を統合し、防犯交通安全指導員を設置すること

により、防犯講習会及び交通安全教室を一体的に実施します。 
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〈 予算編成の考え方 〉 

健康福祉局においては、生活保護費予算の確保などセーフティネットを堅持するとと

もに、保育所や特別養護老人ホームの整備、障害者相談支援体制の充実、地域包括支援

センターの拡充、地域医療体制の基盤づくりに向けた総合診療医の育成や予防接種事業

拡充等の保健医療施策の充実、子ども・子育て支援新制度への対応など、厳しい財政状

況の中、市民サービスの低下を招くことがないよう、社会情勢の変化や制度改正等の動

向を注視しながら予算編成を行いました。 

〈 予算額 〉  ９６，２４２，７８３千円（ 対前年度比：＋１０．４％ ） 

25 年度 3月補正による一体編成分との合計 

９６，２６２，７８３千円（ 対前年度比：＋１０．４％ ） 
〈 主な事業 〉 

 生活保護の実施                 22,802,193 千円    

生活に困窮する市民に対して、困窮の程度に応じた必要な保護を行い、最低限度の生

活を保障するとともに、自立を助長することを目的とし、生活保護を実施します。 

 生活保護受給者等自立支援事業（拡充）       406,728 千円    

生活保護受給者や生活保護に至る前の段階の生活困窮者の自立に向けて、関係機関

等と連携しながら、就労支援や就労準備のための支援、子ども・若者の学習支援や居

場所の提供、高齢者等の健康管理や日常生活・社会生活の支援などを推進します。 

 総合診療医確保対策事業（拡充）            65,652 千円    

地域医療の課題解決に向け、総合的な診療能力を有する医師の育成及び確保を図る

ため、北里大学の医学部生に対する修学資金の貸付けに加え、同大学医学部に寄附講

座「地域総合医療学」を設置し、総合診療医の育成・教育に関する研究等を行い、地

域医療体制の基盤づくりを推進します。  

  小児医療費助成事業（拡充）               1,890,513 千円    

子育てに伴う負担を軽減するため、１歳児から小学校３年生までの入・通院、小学

校４年生から中学校３年生までの入院に適用されている所得制限額を、児童手当と同

水準に引き上げる改正を行い制度の拡充を図ります。 

＊改正後の所得制限額：所得622万円未満、扶養親族１人につき38万円を加算 

  相談支援キーステーション運営委託事業（新規）   59,100 千円    

障害者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域における相談支援の拠点と

して、総合的かつ専門的な相談への対応や人材育成、関係機関の連携支援などを行う

相談支援キーステーションを設置します。 

  特別養護老人ホーム施設整備の促進          927,000 千円    

重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法 

人へ補助することにより整備を促進します。 ＊平成２６年度竣工予定：２４０床 

 

健健  康康  福福  祉祉  局局  
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  地域包括支援センター運営事業（拡充）      862,165 千円   

   高齢者が住み慣れた地域で、安心で生き生きとした生活を送ることができるよう、

地域包括支援センターを増設し、適切に配置することにより、心身の健康保持、生活

の安定に必要な援助を行います。 ＊２２箇所から２６箇所へ４箇所増設 

   介護人材定着確保対策事業（拡充）              12,724 千円   

高齢化の進行により、増大する介護需要に適切に対応するため、介護に従事する人

材の確保・育成を図ります。    

 子ども・子育て支援事業計画の策定（新規）            5,260 千円   

  子ども・子育て支援のための施策を総合的、計画的に推進するため、「子ども・子育

て支援事業計画」を策定します。 

 保育所待機児童対策推進事業（拡充）       1,339,720 千円   

   待機児童の解消を図るため、民間保育所の整備

や小規模保育事業の実施などにより、受入枠の拡

大を進めるとともに、認定保育室の利用を促進し

ます。 

 

 

  がん施設検診事業（拡充）                1,163,715 千円   

がんの早期発見・治療に向け、平成２５

年度から実施している胃がん検診内視鏡検

査の対象年齢の上限を撤廃し、全年齢で内

視鏡検査を選択できるようにすることによ

り、胃がん検診の更なる受診率向上を図り

ます。 

 個別予防接種事業（拡充）                1,789,706 千円   

従来から市が実施している予防接種に加え、新たに定期予防接種となる水痘及び高齢

者肺炎球菌の予防接種を実施します。また、先天性風しん症候群予防のため、風しん抗

体の無料検査を実施し、風しんワクチン予防接種費用の助成を継続して実施します。 

 臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の支給  2,667,100 千円   

消費税率の引上げに際し、低所得者に与える負担の影響を鑑み、臨時的な措置として臨時

福祉給付金を支給します。また、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消

費の下支えを図る観点から、臨時的な措置として、子育て世帯臨時特例給付金を支給します。 

   

●財源の確保対策● 

・暮らし潤いさがみはら寄附金等の活用    １０，５７０千円 

・森林整備加速化・林業再生事業補助金の活用  １，６００千円 

公立保育所の改修修繕において木造化、木質化を実施 
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〈 予算編成の考え方 〉 

環境経済局では、局運営方針の基本目標である「環境共生都市の実現と地域特性を生かし

た産業の振興」を着実に推進するため、依然として厳しい状況にある中小企業の競争力を強

化し、成長分野への進出を支援するほか、地球温暖化対策の推進、農業振興の充実を図りま

した。また、ごみの減量化、資源化を更に進めるとともに、清掃工場の電力売払などにより

財源を確保して、予算編成を行いました。 

〈 予算額 〉  ２６，９１４，９１１千円（ 対前年度比：△１．４％ ） 

25 年度 3月補正による一体編成分との合計 

２７，１１４，６２２千円（ 対前年度比：△１．９％ ） 

〈 主な事業 〉 

 企業誘致等推進事業              1,548,691 千円    

産業集積促進条例に基づき新規立地する企業や、工場を新・増設する市内企業等に対して奨励金の

交付を行うとともに、中小企業等施設整備特別融資制度に基づき資金の預託、利子補給等を行います。 

 中小企業景気対策事業           11,364,200 千円    

中小企業の経営安定化や健全な発展のために、市内中小企業者の事業活動に必要な

資金の融資を金融機関と協調して行います。 

 （仮称）新・産業振興ビジョン策定事業（新規）   6,000 千円    

政令指定都市にふさわしい経済競争力を高めるため、更なる工業集積や立地の促進、新しい

時代を見据えた商業政策などを定める「（仮称）新・産業振興ビジョン」を策定するための調

査・検討を行います。 

 無料職業紹介事業                  43,112 千円    

ハローワークや就職支援センターなど４つの就

労支援機関を集約した「相模原市総合就職支援セ

ンター」を運営し、きめ細かな就労支援を実施し

ます。 

 

 

 

 

 （仮称）新・都市農業振興指針策定事業（新規）   1,000 千円    

社会経済状況の変化に対応した「攻めの都市農業」の展開を図るとともに、７２万市民を背景

とした地産地消の更なる推進を図るため、持続可能な都市農業の創造と魅力ある新しい本市の農

業振興に向けた「（仮称）新・都市農業振興指針」を策定するための調査・検討を行います。 

 住宅用スマートエネルギー設備導入奨励事業    42,900 千円    

再生可能エネルギーの利用促進や省エネ設備の一層の普及を図るため、太陽光発電設備やエ

ネファーム、蓄電池等に加え、新たにエネルギーの効率的な利用が図れる機器（ＨＥＭＳ）を

補助対象とし、住宅のスマート化を積極的に進めます。 

   中小規模事業者省エネルギー対策等推進事業    33,027 千円    

中小規模事業者による取組を積極的に支援するため、省エネルギー設備等の導入に対する補

助の充実を図ります。 

環環  境境  経経  済済  局局  

就職支援センターにおける就労相談 
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生物多様性地域戦略の策定事業（新規）           4,000 千円    

生物多様性基本法に基づく、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な計画（生物

多様性地域戦略）を策定します。 

  環境影響評価制度経費                   8,143 千円    

産業の発展と、生活環境及び自然環境の保全と調和を図るため、本市の地域特性を踏

まえた独自の環境影響評価制度の構築に向け、「（仮称）環境影響評価条例」の制定に取

り組むとともに、制度運用に必要な技術指針を策定します。 

 相模原麻溝公園整備事業             43,395 千円    

 （２５年度３月補正との合計）       （243,106 千円）    

相模原麻溝公園拡張区域基本計画及び基本設計に基づき、スポーツ広場・第６駐車場

等の実施設計等を行います。（平成２５年度３月補正で外周ジョギングコース等を整備） 

 相模総合補給廠共同使用区域整備事業      190,698 千円    

相模総合補給廠の共同使用開始に向け、市の条件工事（フェンス等）及びスポーツ・

レクリエーションゾーンの基本設計等を行います。 

（仮称）横山公園多目的フィールド整備事業   145,000 千円 

横山公園陸上競技場再活用方針に基づき、（仮称）横山公園多目的フィールドの電気

設備工事等を実施します。 

 公衆トイレ維持管理事業                   60,132 千円     

清潔で快適な駅前公衆トイレの維持管理を行うとともに、洋式化やオストメイト対

応トイレの整備を行い、駅前広場等利用者の利便性の向上を図ります。 

 資源循環型社会の普及啓発事業               41,971 千円    

ごみの減量化・資源化のより一層の推進を図る

ため、ごみや資源の分別・出し方を検索すること

ができるスマートフォン向けアプリケーション

の活用やキャラクターによる啓発活動を積極的

に展開し、資源循環型社会の形成に向けて４Ｒ推

進に対する市民意識の醸成を図ります。 

 

 

 一般廃棄物最終処分場浸出水処理施設建設事業   735,000 千円    

一般廃棄物最終処分場の浸出水処理を行うプラント施設の老朽化に伴い浸出水処理

施設建替整備（継続費）を行います。（平成２６年度末稼動予定） 

 清掃工場の施設維持管理事業             1,315,999 千円    

ごみ処理施設の安全で安定的な運転を行うため、引き続き適正な維持管理を行います。 

●財源の確保対策● 

 ・メガソーラー事業関連収入                  １，０００千円 

・南清掃工場電力売払収入                 ４５０，０００千円 

   再生可能エネルギー法を活用した入札の実施により更なる財源を確保します。 

●事業の見直し● 

 ･住宅用スマートエネルギー設備導入奨励事業         △１４，７７０千円 

   再生可能エネルギーの利用促進や省エネ設備の一層の普及を図るため、対象設備 

  や単価、件数等、補助制度の総合的な見直しを行いました。 

相模原ごみＤＥ71（でない）大作戦 キャンペーンの様子
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〈 予算編成の考え方 〉 

 平成２６年度の当初予算編成に当たっては、「人や企業に選ばれるまちづくり」を進め

るため、財源の確保及び事業の選択と集中により効果的な施策の推進に努め、リニア中

央新幹線や小田急多摩線の延伸をはじめとした広域的な交通ネットワークの形成や、さ

がみ縦貫道路インターチェンジ周辺の新たな産業拠点の創出を図るとともに、災害や事

故などから市民の生命と財産を守り、誰もが安全で安心して生活できるよう、住宅等の

耐震化促進、土木施設(道路・橋りょう）などの計画的な維持管理、公共下水道雨水幹線

の整備や河川改修を進める等、次に掲げる重点目標に基づき予算の配分を行いました。 

【重点目標】 

１．首都圏南西部をリードする広域交流拠点都市の形成  

２．安全で安心して暮らせる災害に強いまちづくり 

３．豊かな自然と都市機能が共生する質の高い都市基盤整備の推進 

４．秩序ある総合的・計画的な土地利用、まちづくりの推進 

 

〈 予算額 〉  １９，４８３，５２０千円（ 対前年度比：＋２７．１％ ） 

25 年度 3月補正による一体編成分との合計 

２０，４３２，５１８千円（ 対前年度比：△１４．２％ ） 

 

〈 主な事業 〉 

 リニアまちづくり関連推進事業           73,018 千円    

 相模原駅周辺まちづくり推進事業         68,133 千円 

  小田急多摩線延伸促進事業           10,522 千円 

橋本・相模原両駅周辺を核とする首都圏南西部の広域交流拠点にふさわしい魅力あ

るまちづくりを進めるため、リニア中央新幹線駅の設置などを踏まえた橋本駅周辺の

整備計画及び相模総合補給廠の一部返還、小田急多摩線の延伸計画などを踏まえた相

模原駅周辺の整備計画の検討等を行い、あわせて国道１６号の連続立体によるバイパ

ス化やＪＲ横浜線の連続立体化に関する調査等を行います。 

 東林間駅西口エレベーター設置事業        10,286 千円    

東林間駅自由通路をバリアフリー化するため、西口にエレベーターを設置します。 

【予定】平成２６年度 基本設計及び実施設計 

    平成２７年度 整備工事 

 市営南台団地整備事業             304,698 千円    

住宅基本計画に基づき、市営住宅の計画的な供給を図るため、市営南台団地（２・

３工区）の建設を行います。 

【建設戸数】 ２工区（１号棟：９９戸）、３工区（２号棟：６４戸） 

【予定】   平成２６年度～平成２７年度 建設工事 

麻溝台・新磯野土地区画整理事業（新規）      51,464 千円    

産業・みどり・文化及び生活等が複合的に融合した新たな拠点の形成をめざし、土地区

画整理事業による都市基盤整備を図るため、第一整備地区の換地設計準備等を実施します。 

【面積】約３８ｈａ 

都都  市市  建建  設設  局局  
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 当麻宿地区土地区画整理事業          725,644 千円    

 当麻宿地区土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業に対し助成を行います。 

【面積】約１４．５ｈａ  

【施行期間】平成２４年度～平成３１年度 

 川尻大島界土地区画整理事業             6,792 千円    

  川尻大島界土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業に対し助成を行います。 

【面積】約５．７ｈａ 

【施行期間】平成２５年度～平成２７年度 

 国県道整備事業                   5,313,360 千円    

 （２５年度３月補正との合計）         5,666,160 千円    
 
○周辺都市や市内の拠点を結ぶ広域幹線道路等の整備を実施します。 

主な路線：国道４１３号、県道４８号（鍛冶谷相模原） 

○さがみ縦貫道路のインターチェンジ接続道路の整備を実施します。 

  主な路線：津久井広域道路、県道５２号（相模原町田） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市道整備事業                   3,796,319 千円    

市内の拠点を結ぶ都市計画道路等の整備を実施します。 

 主な路線：都市計画道路相原宮下線、都市計画道路相原大沢線 

市道新戸相武台、市道上矢部矢部（矢部駅踏切） 

 道路維持管理計画策定事業             121,480 千円    

（２５年度３月補正との合計）         223,090 千円   

道路施設の点検を行い、維持管理計画の策定に向けた検討を行います。 

○対象施設  道路トンネル、舗装、道路のり面・土工構造物、道路附属物、 

ペデストリアンデッキ 

●財源の確保対策● 

 ・田名バスターミナル待合所自動販売機設置場所貸付収入   １，３１４千円 

公募入札制により実施予定 

国県道整備事業        
（津久井広域道路・相模原ＩＣ イメージ）

市道整備事業 
（（都）相原宮下線 イメージ） 
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〈 予算編成の考え方 〉 

教育局では、「人が財産（たから）」の理念に基づく、さがみはら教育を着実に推進す

るため、学校教育分野においては、子ども一人ひとりの確かな学力と豊かな心や感性を

育み、きめ細かな教育ニーズに組織的に対応できる「学校教育の充実」、子どもたちが快

適に学ぶことができる「学校教育環境の整備」、情報化の進展に対応するため、子どもが

主体的にＩＣＴを用い学習活動ができる「情報教育の推進」を重点目標に掲げ、予算編

成を行いました。生涯学習分野については、市民が生涯にわたり学び続け、生き生きと

暮らす生涯学習社会を創造するための「市民の生涯学習・スポーツ環境の充実」に重点

を置くとともに、ネーミングライツ制度の導入などの財源確保に努め、効果的・効率的

な予算編成を行いました。また、災害や防災に関する基本的知識の習得や子どもたちが

安全・安心に学校生活が過ごせるよう防災・減災に向けた取組を進めます。 

〈 予算額 〉  １２，７６７，８００千円（ 対前年度比：＋１．２％ ） 

25 年度 3月補正による一体編成分との合計 

１６，１４１，０７５千円（ 対前年度比：＋６．５％ ） 

〈 主な事業 〉 

 児童支援体制強化事業（新規）            15,148 千円    

小学校に児童支援専任教諭を段階的に配置し、小学校

の組織的な対応力の強化や一人ひとりの教育ニーズに応

じたきめ細かな支援を行います。 

【平成２６年度は１０校に児童支援専任教諭を配置】 

 

  

 

 少人数学級推進事業（新規）                   9,394 千円    

生徒一人ひとりにきめ細かな指導を展開し、学力向上や望ましい人間関係づくりを

支援するため、モデル校３校において中学校３年生の少人数学級（３５人以下学級）

を実施します。 

 新たな学びを創造する情報教育推進事業 （新規）  3,840 千円    

小学校２校、中学校２校をモデル校として、 

タブレット型パソコンを導入し、大型テレビ 

などのＩＣＴ機器やデジタル教科書を活用し 

た情報教育の実証研究を行います。 

教教  育育  局局  
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防災教育推進事業（新規）                 19,776 千円 

学校安全の手引の全校配付や小・中学校への緊急地震速報システムの導入を進める

など、災害や防災に関する基本的知識の習得や安全な学校生活の確保を図ります。 

（＊さがみはら防災・減災プログラム事業再掲） 

小中学校空調設備設置事業 （新規）        24,120 千円 

子どもたちが、快適な学校生活を送ることができるよう、全ての小中学校への空調

設備の設置に向けて基本設計を行います。【中学校：１８校】 

小学校校舎改造事業（２５年度３月補正）      1,228,091 千円    

教育環境の整備と校舎の維持・保全と機能向上を図るため、小学校３校の校舎改造

事業を実施します。 

小中学校屋内運動場改修事業（２５年度３月補正）980,300 千円 

避難所となる屋内運動場のバリアフリー化及び床・壁・照明・トイレ等の改修を小

学校８校、中学校２校で実施します。（＊さがみはら防災・減災プログラム事業再掲） 

 小中学校トイレ整備事業（２５年度３月補正）   313,200 千円    
学校トイレの快適性向上のため、小学校７校２１箇所、中学校３校１０箇所のトイ

レ整備を実施します。 

 上溝学校給食センター関連経費（新規）         65,000 千円    

食物アレルギーへの対応、災害時の炊き出し機能を有する学校給食センターを平成

２６年４月から稼働します。 

【対象校：共和小学校、大野台小学校、並木小学校、清新小学校】 

 公民館改修事業（拡充）               464,207 千円    

相原公民館大規模改修工事、相武台まちづくりセンター・公民館整備に係る実施設

計、麻溝まちづくりセンター・公民館整備に係る基本設計を行います。 

 ホームタウンチーム連携・支援事業（拡充）       5,200 千円    

ホームタウンチームのＰＲや試合日程等を広く 

市民に周知するとともに、Jリーグ施設基準等を満 

たしたスタジアムの整備の検討を行うため、基礎 

調査を実施します。 

 

 

 

 武道館機能を有する総合体育施設等の検討事業（新規）1,984 千円    

キャンプ淵野辺留保地において武道館機能を有する総合体育施設等の整備の検討を

行います。 
 

 

 
 

 

●財源の確保対策● 

 ・ネーミングライツ制度の導入              １０，０００千円 

  相模原麻溝公園競技場等へのネーミングライツ制度の導入 
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〈 予算編成の考え方 〉 

消防局では、「新・相模原総合計画 中期実施計画」を着実に推進するとともに、局運

営方針の基本目標である「市民が安全で安心して暮らせる都市さがみはらの実現」に向

け、事業の選択と集中を図り、予算編成を行いました。 

このような方針の下、地域の特性を考慮した消防庁舎、消防団詰所・車庫及び消防水

利の整備、火災予防、救急業務の高度化、デジタル消防救急無線の整備を図るほか、大

規模災害時に対応するための消防体制の確立に引き続き取り組みます。 

 

〈 予算額 〉  ２，３３３，０５４千円（ 対前年度比：＋２５．２％ ） 

25 年度 3月補正による一体編成分との合計 

２，５０９，３６３千円（ 対前年度比：＋３４．６％ ） 

〈 主な事業 〉 

 相原分署整備事業                    406,260 千円    

相原分署は近年の救急需要の増加に伴い 

平成２４年度から先行して救急業務を開始 

したことによる庁舎の狭あい化及び老朽化 

に対応するため、現所在地において、施設 

を整備します。 

○ 平成２６年度：建設工事 

 

 

 津久井消防署用地購入事業 （新規）         135,243 千円    

庁舎の老朽化、狭あい化への対応や、山林火災、山岳救助、湖における水難救助等

の災害にも迅速かつ的確に対応するため、津久井消防署を移転整備します。 

○ 平成２６年度：用地購入 

（仮称）青根分署・青根出張所・青根公民館複合施設整備事業 （新規）   

10,475 千円   

津久井消防署青根出張所に救急車を配置して、（仮称）青根分署とし、津久井まちづ

くりセンター青根出張所及び青根公民館と併せた、複合施設として整備します。 

○ 平成２６年度：基本設計 

消防団詰所・車庫整備事業           ８8,460 千円    

 （２５年度３月補正との合計）         128,961 千円    

消防団の活動環境を充実させるため、老朽化している施設を整備します。 

○ 平成２６年度：北方面隊第１分団第１部 建設工事 

：※藤野方面隊日連分団第１部 実施設計、建設工事 

（※２５年度３月補正予算） 

 

消消  防防  局局  
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 消防団詰所・車庫用地購入事業（25 年度 3 月補正）  7,129 千円   

消防団施設の用地を購入します。 

○ 平成２６年度：※藤野方面隊日連分団第１部 

（※２５年度３月補正予算） 

 火災予防事業                    10,780 千円   

火災予防思想の普及啓発、住宅防火対策の普及促進、少年少女に対する防火教育の

推進、査察業務等の充実を図ります。 

○ 平成２６年度：少年・少女ファイヤースクールの拡充 

 救急高度化推進事業                 21,163 千円    

救急業務の高度化を推進するため、メディカルコントロール体制の充実を図るとと

もに、気管挿管及び新たな処置範囲拡大に対応できる救急救命士を養成します。 

また、再教育体制をより強化するため、指導的立場 

の救急救命士の養成や高度な救急研修を実施します。 

○ 平成２６年度：気管挿管ができる救急救命士 ５名            

        ：新たな処置範囲拡大に対応できる 

救急救命士 ２０名 

          ：指導的立場の救急救命士 ２名 

消防水利整備事業（防災経費）         36,580 千円    

消防力整備計画等に基づき、平常時及び大規模震災時における消火活動を強化する

ため、消防水利（消火栓・防火水槽）を整備します。 

○平成２６年度：消火栓及び防火水槽整備 

デジタル消防救急無線整備事業（防災経費）   536,000 千円    

 （２５年度３月補正との合計）          664,679 千円      

   通信内容の秘匿性の確保、データ送信等通信の高度化を図るとともに、広域災害を

踏まえた県全体及び市内のネットワーク構築のため、デジタル消防救急無線を整備し

ます。また、消防団無線のデジタル化を同時期に行うことにより、消防団と消防署の

部隊運用体制の連携・強化を図ります。 

○ 平成２６年度：共通波・活動波整備工事 

（平成２４年度～平成２６年度継続事業） 

  ○ 平成２６年度：※消防団無線デジタル化整備工事 

（※２５年度３月補正予算） 

 

●財源の確保対策● 

 ・自動販売機設置に伴う土地貸付収入                  ７４０千円 

●事業の見直し● 

・防災協会補助金の見直し                  △５，８３５千円 

・一般事務費の更なる精査                  △６，５１２千円 
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新春村芝居フェスタ 

〈 予算編成の考え方 〉 

緑区の平成２６年度予算は、区民との協働による「緑区区ビジョン」の着実な推進、区の魅力づく

り事業として区民の一体感・区への愛着や誇りの醸成を図るための事業を行うほか、災害対策として

災害時の現地対策班の機能強化のため簡易無線機の導入を行うなどの編成内容としました。 

また、区内の老朽施設の修繕を積極的に行い、行政財産等の貸付による財源確保の拡充を図りま

す。宝くじ売場設置事業による新たな収入は、区の魅力づくりイベントなどの財源としました。 

〈 予算額 〉  ８５１，０３４千円（ 対前年度比：＋７．０％ ） 

 

〈 主な事業 〉 

 自治会集会所建設等助成事業            13,885 千円 

自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図ります。 

補助件数 ３件（新築１件、修繕２件） 

 区政推進事業                   27,585 千円 
①区ビジョン推進経費 

区民会議での議論を踏まえ、区ビジョンに掲げた取組等の推進方策について、協

働の視点から検討・実施します。 

②区の魅力づくり事業 

区民同士の一体感を育み、区への愛着や誇りなどの

意識の醸成を図るため、区民交流、魅力再発見、情報

発信、広域連携を柱とした４つのプロジェクトに基づ

き区の魅力づくりに取り組みます。 

（主な事業） 

・区民交流プロジェクト：村芝居フェスタ 

・魅力再発見プロジェクト：ショートフィルムフェスティバル 

・情報発信プロジェクト：イメージキャラクター「ミウル」の活用 

・広域連携プロジェクト：近隣市町村等で開催されるイベントでのＰＲなど 

③地域活性化事業交付金 

区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指して、区民が自主的に取り組む

事業に対して交付金を交付します。各地区 3,000 千円（６地区） 

 協働まちづくり推進費                2,810 千円 

①区民会議運営経費 

区のまちづくりの方向性や、区内の地域活動を活性化するための方策などを話し

合うために各区に設置された「区民会議」を運営します。 

区ビジョンに掲げた重点プロジェクトやまちづくり懇談会で議論されているテーマの

中で、区全体で議論を深めたいテーマを選定し、協働の視点から充実策などを検討します。 

②まちづくり会議運営経費 

地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解決

に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援します。 

 防犯灯助成費                     89,742 千円 

夜間における照明を確保し、犯罪のないまちづくりを推進するため、自治会で管理す

る防犯灯の維持管理費及び自治会で設置する防犯灯の設置・撤去・移設費に対して補助

します。また、省エネ・高照度化を図るため、ＬＥＤ灯への切替えを促進します。 

緑緑  区区  役役  所所  
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 パスポートセンター管理運営費           21,820 千円 

橋本パスポートセンター（シティ・プラザはしもと５階）の管理運営を行います。 

 商店街の振興、地域活性化イベント等の支援     18,556 千円 

区役所の機能強化の取組として、平成２６年度より、地域に密着した商店街の振興

や地域活性化イベント等の支援を区役所が実施します。 

※地域活性化イベント等 

おおさわ桜まつり 小倉橋灯ろう流し 甲州街道小原宿本陣祭  

相模湖ふれあい広場 相模湖やまなみ祭 城山もみじまつり  

津久井湖さくらまつり 津久井やまびこ祭り 藤野ふる里まつり 

 防災対策事業                   3,048 千円 

防災・減災プログラムに基づき、災害時に活動拠点となる現地対策班や一時滞在施

設の機能強化をするため、簡易無線機などの充実を図ります。また、防災備蓄倉庫庫

内の資機材の計画的な更新を行います。 

 

 

 

 リニアまちづくり関連推進事業（都市建設局）    73,018 千円 

リニア中央新幹線駅の設置などを踏まえた橋本駅周辺の整備計画の検討等 

 川尻大島界土地区画整理事業（都市建設局）     6,792 千円 

川尻大島界土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業に対し助成を行います。 

【面積】約５．７ｈａ 【施行期間】平成２５年度～平成２７年度 

 特別養護老人ホーム施設整備の促進（健康福祉局）   486,000 千円    

重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法人

へ補助することにより整備を促進します。   Ｈ２６年度竣工予定：１施設 １１０床 

 （仮称）城山トンネル上部利用公園の整備（環境経済局）30,716 千円 
生活に身近なオープンスペースとして、また避難場所の確保のため公園を整備します。 

 生活道路の維持補修（都市建設局）        132,909 千円 

維持補修工事：（国県道）国道４１３号ほか１路線  （市道）相原大山ほか３路線 

舗装整備：市道神沢ほか１路線 

 下水道整備（都市建設局）             1,616,975 千円 

汚水管の整備：緑区三ケ木ほか  雨水幹線の整備：緑区城山 

  高度処理型浄化槽の設置 

 教育環境の整備（教育局）（２５年度３月補正）  932,386 千円 

小学校校舎改造事業：根小屋小学校 

小学校屋内運動場改修事業：川尻小学校、湘南小学校、広陵小学校、内郷小学校 

小中学校トイレ整備事業：大沢小学校、作の口小学校、大沢中学校 

 相原公民館の改修（教育局）            436,035 千円 

老朽化した公民館について、利用者の利便を図るため、大規模改修工事を実施します。 

 消防力の強化（消防局）               633,477 千円    

庁舎整備：相原分署 津久井消防署(用地購入) （仮称）青根分署等整備（基本設計）

消防車両整備：指揮車(北消防署)高規格救急自動車(城山) 

消防団車両整備:小型動力ポンプ付積載車３台 

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分））  緑緑区区  
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〈 予算編成の考え方 〉 

区政が施行され５年目を迎える平成２６年度は、「中央区区ビジョン」のまちづくりを区

民との協働により、具体的に推進していくために、区政推進事業、協働まちづくり事業に

重点を置き、予算編成を行いました。 

また、区民・市民の視点に立ったまちづくりを推進していくために、新たな財源を確保

する取組も行いました。 

 さらに、区民・市民の生命・財産を守るため、実施２年目となる防災・減災推進プラン

の着実な成果を上げる方策として、帰宅困難者一時滞在施設の機能強化を図るための予算

措置を行うとともに、区民・市民の満足度向上を実現できるきめ細やかな窓口サービスに

取り組めるよう予算編成に配慮しました。 

〈 予算額 〉  ３５３，２１５千円（ 対前年度比：＋７．３％ ） 

 

〈 主な事業 〉 

 自治会集会所建設等助成事業             27,769 千円 

自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図ります。 

補助件数５件（用地１件、新築１件、修繕３件） 

 区政推進事業                   35,942 千円 
①区ビジョン推進経費 

区民会議での議論を踏まえ、区ビジョンに掲げた取組等
の推進方策について、協働の視点から検討・実施します。 
（主な事業） 
・中央区区民アンケートの実施 
・学生等との協働による中央区の地域資源を活用した
取組の実施 

  ②区の魅力づくり事業 
    区民としての一体感を育み、区への愛着や誇りなどの

意識の醸成を図るため、「区の魅力づくり」に向けた事業
を区民との協働により実施します。 

   （主な事業） 
・中央区イメージソングの制定に向けた取組の推進 
・中央区内で行われるイベント等における区の魅力発信 

  ③地域活性化事業交付金 
    区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指して、区民が自主的に取り組

む事業に対し交付金を交付します。 各地区 3,000 千円（９地区） 

 協働まちづくり推進費                 3,235 千円 

①区民会議運営経費 

区のまちづくりの方向性や、区内の地域活動を活性化するための方策などを話し合

うために各区に設置された「区民会議」を運営します。 

②まちづくり会議運営経費 

  地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解決と地域

活性化に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援します。 

 防犯灯助成事業                    107,108 千円 

犯罪のないまちづくりを推進するため、自治会で管理する防犯灯の維持管理費及び

設置費等に対して補助するとともにＬＥＤ灯への切替えを促進します。  

中中  央央  区区  役役  所所  

「中央区の目指す将来像のイメージイラスト」 
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 防災対策事業                      21,574 千円 

受水槽の修繕や備品等の整備による災害時の拠点となる現地対策班の機能強化、一時滞在施

設の通信機器等の整備による帰宅困難者対策の強化を図り、防災・減災プランを推進します。 

また、自主防災組織等の活動に対する補助金の交付により、地域の自主防災力の向上を図ります。  

 まちづくりセンター等維持管理及び維持補修事業  51,397 千円 

まちづくりセンター及び連絡所の施設・設備の維持管理並びに修繕を行います。 

また、大野北まちづくりセンターの非常用放送設備の修繕を行います。 

 戸籍住民事務運営事業                 81,184 千円 

戸籍、住民基本台帳、印鑑登録等の届出の受理や各種証明書の発行業務、郵送や電

話予約による各種証明書の発行業務を行います。 

 商店街の振興、地域活性化イベントの支援      20,035 千円 

区役所の機能強化の取組として、平成２６年度より、地域に密着した商店街の振興

や地域活性化イベントの支援を実施します。 

※地域活性化イベント  

さがみのまつり相模ねぶたカーニバル、大野北銀河まつり 

 

 
 

 相模原駅周辺まちづくり推進事業（都市建設局）  68,133 千円 

小田急多摩線延伸促進事業（都市建設局）     10,522 千円 

相模総合補給廠の一部返還、小田急多摩線の延伸計画などを踏まえた相模原駅周辺

の整備計画の検討等 

 特別養護老人ホーム施設整備の促進（健康福祉局）   441,000 千円 

重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法人

へ補助することにより整備を促進します。   Ｈ２６年度竣工予定：１施設 １３０床 

 児童館の整備（健康福祉局）               21,075 千円    

老朽化した児童館(嶽之内児童館・弥栄児童館)の建て替えを行います。 

 （仮称）上溝さくら公園の整備（環境経済局）  47,141 千円 

生活に身近なオープンスペースとして、また避難場所の確保のため公園を整備します。 

生活道路の維持補修（都市建設局）        179,470 千円 

維持補修工事：（国道）国道１２９号   （市道）キャタピラー三菱外周 

舗装整備：市道田名１７８号ほか２路線 

下水道整備（都市建設局）               265,200 千円 

（２５年度 3 月補正との合計） 854,500 千円 

合流改善（汚水）：中央区清新ほか 

  教育環境の整備（教育局）（25 年度 3 月補正） 1,118,067 千円 

小学校校舎改造事業：向陽小学校、田名北小学校 

小中学校屋内運動場改修事業：弥栄小学校、青葉小学校、上溝南中学校 

小中学校トイレ整備事業：上溝小学校、淵野辺小学校、大野北中学校 

消防力の強化（消防局）                82,270 千円    

消防車両整備：指揮支援車、緊急人員搬送車（相模原消防署）高規格救急自動車（淵野辺） 

消防団車両整備:小型動力ポンプ付積載車３台 

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分））  中中央央区区  
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〈 予算編成の考え方 〉 

南区では、区の魅力、課題等を踏まえた上で、区の目指す将来像を明らかにし、その実

現に向けて区民、行政等が協働で取り組むための指針として、「南区区ビジョン」を策定し、

推進しています。 

平成２６年度は、同区ビジョンの着実な推進を念頭に、協働によるまちづくりや区民とし

ての一体感、区民意識の醸成を図るための取組、区民が安全に安心して暮らせるための災害

時の支援体制の充実や防犯灯の整備などのほか、新たに区に事務移譲された地域活性化イベ

ントの支援などを通じて、更に魅力あるまちづくりを進める予算編成を行いました。 

〈 予算額 〉  ４７４，６２４千円（ 対前年度比：＋１１．５％ ） 

 

〈 主な事業 〉 

 区政推進事業                   30,000 千円 
①区ビジョン推進経費 

区民会議での議論を踏まえ、「若い世代のまちづくり参加促進」をテーマにした取
組など区ビジョンの推進方策について、協働の視点から検討・実施します。 

②区の魅力づくり事業 
区民としての一体感を育み、区民意識の醸成や区の魅力の再発見、情報発信など

を通じ、区民相互の交流を支援・促進します。 
（主な事業） 
※区民意識醸成事業 

・（仮）南区パフォーマンスステージの開催 
・南区少年野球大会の後援（秋季大会・春季大会） 

※区の魅力再発見事業 
 ・南区「私のイチ押し」写真の募集、写真展の開催 
 ・南区親子ウォークラリー大会の開催 
※区の情報発信事業 
 ・「南区インフォメーションＢＯＸ」の企画・運営 

③地域活性化事業交付金 
 幅広い市民の参加及び協働による地域の活性化を目指し、市民が自主的な課題解
決に取り組む事業に対して交付します。 各地区 3,000 千円（７地区） 

協働まちづくり推進費               3,119 千円 
①区民会議運営経費 

区のまちづくりの方向性や、区内の地域活動を活性化するための方策などを話し

合うために設置された「区民会議」を運営します。 

②まちづくり会議運営経費 

地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解決

に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援します。 

自治会集会所建設等助成事業            43,822 千円 
  自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図ります。 

補助件数 ５件（新築２件、増改築１件、修繕１件、防音工事１件） 

防犯灯助成事業                120,622 千円 

  夜間における照明を確保し、犯罪のないまちづくりを推進するため、自治会で管理す

る防犯灯の維持管理費及び自治会で設置する防犯灯の設置・撤去・移設費に対して補助

します。また、省エネ・高照度化を図るため、ＬＥＤ灯への切替えを促進します。 

南南  区区  役役  所所  

「私のイチ押し」写真展 
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商店街の振興、地域活性化イベントの支援     13,093 千円 

  区役所の機能強化の取組として、平成２６年度から、地域に密着した商店街の振興

や地域活性化イベントを支援します。 

※地域活性化イベント 

 相模川芝ざくらまつり、東林間サマーわぁ！ニバル、相模原よさこいＲＡＮＢＵ！ 

自主防災組織育成支援事業             7,565 千円 

  防災行動力を持つ自主防災組織の編成、自主的な活動を支援するための資機材の提

供や訓練等を実施します。 

災害対応体制の強化               14,258 千円 

災害活動機能の強化として、現地対策班における受水槽の緊急遮断弁及び非常用発電設備用

のオイルタンクを設置します。また、一時滞在施設との通信強化のために無線機を配備します。 

パスポートセンター管理運営費          24,677 千円 

  相模大野パスポートセンター（bono相模大野ノースモール４階）の管理運営を行います。 

 

 

麻溝台・新磯野土地区画整理事業（都市建設局）    51,464 千円 

産業・みどり・文化及び生活等が複合的に融合した新たな拠点の形成をめざし、土地区

画整理事業による都市基盤整備を図るため、第一整備地区の換地設計準備等を実施します。 

【面積】約３８ｈａ  

当麻宿地区土地区画整理事業（都市建設局）     725,644 千円    

当麻宿地区土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業に対し助成を行います。 

【面積】約１４．５ｈａ  【施行期間】平成２４年度～平成３１年度 

相模大野北口線上屋整備（都市建設局）      45,000 千円    

相模大野駅北口ペデストリアンデッキ上に上屋を設置します。 

 生活道路の維持補修（都市建設局）        166,690 千円 

維持補修工事：（国県道）国道１２９号ほか 1路線 （市道）淵野辺中和田ほか３路線 

舗装整備：市道若松８６号ほか５路線 

 下水道整備（都市建設局）              1,715,085 千円 

汚水管の整備：南区当麻       雨水幹線の整備：南区大野台ほか 

相模原麻溝公園整備事業（環境経済局）           43,395 千円 
（25 年度３月補正との合計） 243,106 千円 

相模原麻溝公園拡張区域基本計画及び基本設計に基づき、スポーツ広場・第６駐車場

等の実施設計等を行います。（平成２５年度３月補正で外周ジョギングコース等を整備） 

 教育環境の整備（教育局）（25 年度３月補正）    471,138 千円 

小学校校舎改造事業：双葉小学校（エレベーター棟増築） 

小中学校屋内運動場改修事業：谷口小学校、もえぎ台小学校、新町中学校 

小中学校トイレ整備事業：谷口台小学校、東林小学校、上鶴間小学校、大野台中学校 

まちづくりセンター・公民館の移転計画の推進（教育局） 28,172 千円    

相武台及び麻溝まちづくりセンター・公民館の移転計画の推進 

 消防力の強化（消防局）                 66,023 千円    

消防車両整備：高規格救急自動車（相武台） 消防団車両整備:小型動力ポンプ付積載車４台 

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分））  南南区区  
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〈 予算編成の考え方 〉 

  企画財政局では、主として市の内部管理を所管していることから、厳しい財政状況に

あって率先した効率化と経費の削減に努めることにより、市民ニーズや社会環境の変化

に柔軟に対応するための行政事務情報化経費などに重点を置き予算編成を行いました。  

また、自主財源の確保を図るための収納対策の強化や市の資金の適正な管理・運用な

ど、市の財政規律の維持・向上にも取り組むことで、将来に渡る持続可能な都市経営を

推進するための予算となっています。 

〈 予算額 〉  ４，０８０，６８１千円（ 対前年度比：△１２．５％ ） 

 

〈 主な事業 〉 

 行政事務情報化経費               485,820 千円 

業務改革の推進、情報関連経費の削減などを図るため、窓口業務などで使用して

いる基幹システムの最適化に取り組みます。また、利便性の高い公平・公正な社会

を実現する為の社会基盤（インフラ）である社会保障・税番号制度に対応するため、

システム改修など計画的な対応を図ります。 
 市制施行６０周年記念事業（新規）        29,621 千円 

市民と行政とが連携して行う事業等を通じて、本市の歴史を振り返るとともに未

来を共有し、一体感の醸成や一層のパートナーシップによるまちづくりの推進を図

ることを目的として記念事業を実施します。 
・市民桜まつり等での記念事業の実施     ３,５００千円（環境経済局予算） 

     市民桜まつり、潤水都市さがみはらフェスタなどで記念イベントを実施します。 

・市キャラクター作成事業          ２,６８０千円（総務局予算） 

本市の魅力を発信するキャラクターを作成します。作成に当たっては、デザイ

ンを公募し、市民投票により決定します。 

・鉄道事業者との連携事業          ９,０００千円（総務局予算） 

市内の鉄道駅への記念フラッグ等の掲示や駅構内での記念イベントなどを通じて、市

民や来街者に対して市制施行６０周年の周知をするとともに、本市の魅力を発信します。 

・記念要覧・記念映像作成事業       １３,０００千円（総務局予算） 

    本市の歴史や未来を紹介する冊子及び映像を作成します。 

・冠事業の実施  

市制施行６０周年記念を冠した事業等を広く募集し、官民一体となった取組を行います。 

 

●財源の確保対策● 

・債権回収対策の強化           （効果額）約３４０，０００千円 

市税納付お知らせセンターによる初期未納者対策の実施、強制徴収債権に係る財

産調査、差押、公売等滞納処分の強化、非強制徴収債権に係る弁護士への債権回収

業務委託等による強制執行（特別会計分を含む）の実施により、負担の公平性と財

源の確保を図ります。 

企企  画画  財財  政政  局局  
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平成26年度
当初予算

構成比
(％)

実質的な
平成26年度

　当初予算 *1
(Ａ)

構成比
(％)

平成25年度
当初予算

実質的な
平成25年度

　当初予算 *2
(Ｂ)

対前年度増減額
(Ａ)-(Ｂ)

(Ｃ)

対前年度伸率
（％）

(Ｃ)/(Ｂ)

112,500,000 43.7% 112,500,000 42.9% 108,500,000 108,500,000 4,000,000 3.7%

個人市民税 44,059,262 17.1% 44,059,262 16.8% 42,926,303 42,926,303 1,132,959 2.6%

法人市民税 8,134,022 3.2% 8,134,022 3.1% 6,811,690 6,811,690 1,322,332 19.4%

固定資産税 43,160,881 16.7% 43,160,881 16.5% 41,919,467 41,919,467 1,241,414 3.0%

その他の税 17,145,835 6.7% 17,145,835 6.5% 16,842,540 16,842,540 303,295 1.8%

23,975,000 9.2% 23,975,000 9.1% 21,744,000 21,950,998 2,024,002 9.2%

地方特例交付金 630,000 0.2% 630,000 0.2% 660,000 660,000 △ 30,000 △4.5%

地方交付税 8,200,000 3.2% 8,200,000 3.1% 6,900,000 7,106,998 1,093,002 15.4%

その他 15,145,000 5.8% 15,145,000 5.8% 14,184,000 14,184,000 961,000 6.8%

46,516,793 18.1% 47,395,992 18.1% 43,385,779 44,647,881 2,748,111 6.2%

11,422,056 4.4% 11,422,056 4.3% 10,241,036 10,241,036 1,181,020 11.5%

7,643,334 3.0% 7,643,334 2.9% 11,580,141 11,580,141 △ 3,936,807 △34.0%

財政調整基金から繰入 6,800,000 2.7% 6,800,000 2.6% 6,900,000 6,900,000 △ 100,000 △1.4%

その他 843,334 0.3% 843,334 0.3% 4,680,141 4,680,141 △ 3,836,807 △82.0%

2,500,000 1.0% 2,600,101 1.0% 2,000,000 2,000,000 600,101 30.0%

27,839,000 10.8% 31,652,700 12.1% 21,868,600 31,836,500 △ 183,800 △0.6%

建設に係る市債 12,839,000 5.0% 16,652,700 6.4% 8,868,600 18,836,500 △ 2,183,800 △11.6%

臨時財政対策債 15,000,000 5.8% 15,000,000 5.7% 13,000,000 13,000,000 2,000,000 15.4%

25,203,817 9.8% 25,203,817 9.6% 25,180,444 25,180,444 23,373 0.1%

257,600,000 100.0% 262,393,000 100.0% 244,500,000 255,937,000 6,456,000 2.5%

*1　平成26年度当初予算+平成25年度3月補正予算
*2　平成25年度当初予算+平成24年度3月補正予算

項　　目

 繰　入　金

 市　　税

 譲与税・交付金

 国 庫 支 出 金

 県 支 出 金

 繰　越　金

 市　　債

 その他

合　　計

 市　　税
42.9%

 譲与税・交付金
9.1%

 国 庫 支 出 金
18.1%

 県 支 出 金
4.3%

 繰　入　金
2.9%

 繰　越　金
1.0%

 市　　債
12.1%

 その他
9.6%

６．平成 26 年度一般会計予算案の解説 

 

 １   歳 入 

    一体編成後の歳入総額は   

２，６２４億円で、主な内訳は、

市税が１，１２５億円（構成比  

４２．９％）、国庫支出金が約  

４７４億円（同１８．１％）、市債

が約３１７億円（同１２．１％）

となっています。 
   
  
 (表２)平成２６年度一般会計当初予算〔歳入〕 

 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円） 

（グラフ３）歳入構成 

歳入 

2,624 億円 
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    （グラフ４）歳入構成の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は一体編成した合計の当初予算額 

  
 

平成２１年度以降、市税の占める割合が大きく減少し、国・県支出金が増

加しています。これは生活保護費など扶助費の増加に伴い国庫負担金等が増

額したほか、定額給付金給付事業や子ども手当など国庫支出金を伴う給付事

業が大幅に増加したためです。平成２６年度においては、臨時給付金制度の

新設等により、国・県支出金が更に増加しています。 
市債は、リーマンショックに始まる景気の低迷などによる市税収入の減収

に伴い、臨時財政対策債の発行額が増加する等、平成２２年度以降は増加傾

向となっていましたが、２５年度以降は減少しています。 
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市税収入の推移

1,151

961

1,021

1,155

1,106

1,069
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950
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1,100

1,150

1,200
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〔億円〕

 

① 市市  税税 は４０億円の増収（１，０８５億
平成２５年度

 ⇒ １，１２５億円
平成２６年度

）  

              対前年度比：＋３．７％ 

市税収入のピーク時（１９年度）には至らないものの、景気の回復基調を背景に、個人

市民税が納税義務者数の増などにより約１１億円の増収、法人市民税が企業収益の改善に

より約１３億円の増収。また、固定資産税・都市計画税が大規模な倉庫等の家屋の新増築

などにより約１５億円の増収となる見込みです。 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

消消費費税税率率引引上上げげ  について 

◇ 社会保障の充実・安定化に資するため、平成２６年４月に消費税率が８％に引き上

げられます。 
◇ 消費税率の引上げに伴い、本市では２６年度に地方消費税交付金が約１２億円の増

収となる見込みです。 
  ※ 消費税引上げに伴う増収見込み額は平年度ベースで約４４億円となりますが、税率引上げの初年

度となる２６年度においては、納税者が国に納付する時期と市町村へ交付金として交付される時期

のずれなどの影響で上記の額を見込んでいます。 

◇ 本市においても、消費税率引上げによる増収分は、全て社会保障４経費（年金・医

療・介護・少子化対策）等の充実・安定化に活用されます。 
 

◆ 社会保障の充実に含まれる主な事業（全額市費ベース） 

   ○ 保育緊急確保事業の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・ 約１．６億円 

    （小規模保育運営支援等、認定保育室の認可化移行支援、 

子育て広場事業、一時保育促進事業、こんにちは赤ちゃん事業 など） 

   ○ 待機児童解消加速化プランの推進・・・・・・・・・・・・・ 約０．８億円 

    （受入児童数の拡大による保育所運営費の増額 など） 

   ○ その他 国民健康保険の低所得者の保険税軽減制度の拡充 など 
 

  【平成２６年度予算における本市の社会保障４経費総額】 
総事業費 約５４２億円（うち一般財源 約３０４億円） 

（グラフ５） 

※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は当初予算額 
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＊財政調整基金(P49 参照) 

財政調整基金は、過去の決算

剰余金の一部などを将来の財

源不足に対応するため、積み

立ててきた市の貯金です。

② 譲譲与与税税・・交交付付金金  は２３億円の増額 （ ２１７億円
平成２５年度

 ⇒ ２４０億円
平成２６年度

 ） 

                     対前年度比：＋１０．３％ 

一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計は、 

    ２０億円の増額 （ ２２０億円
平成２５年度

 ⇒ ２４０億円
平成２６年度

 ） 

                     対前年度比： ＋９．２％ 

 

  地方交付税については平成２５年度の交付実績などを基に約１１億円増の８２億円を

計上しています。地方消費税交付金については、景気回復に伴う個人消費の持ち直しや

消費税率引上げなどにより１４億円増の７４億円を見込んでいます。 
また、税制改正により自動車取得税の税率が引き下げられることに伴い、自動車取得

税交付金は約５億円減の約６億円となる見込みです。 
 

 

③ 国国庫庫支支出出金金  は３１億円の増額 （ ４３４億円
平成２５年度

 ⇒ ４６５億円
平成２６年度

 ） 

                    対前年度比：＋７．２％ 

一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計は、 

  ２８億円の増額 （ ４４６億円
平成２５年度

 ⇒ ４７４億円
平成２６年度

 ） 

  対前年度比：＋６．２％ 

  平成２６年度当初予算では国庫支出金が約４６５億円で、前年度の約４３４億円から

約３１億円の増加となっています。これは、「臨時福祉給付金給付事業」や「子育て世帯

臨時特例給付金給付事業」の制度新設や、障害児者自立支援給付費等の扶助費の増加に

比例した国庫負担金等の増額によるものです。 
 

 

④ 繰繰入入金金  は４０億円の減額 （ １１６億円
平成２５年度

 ⇒ ７６億円
平成２６年度

 ） 

  対前年度比：△３４．０％ 

  財政調整基金＊からの取崩しとして、６８億円を計上し

ています。平成２６年度当初予算では４０億円の減額と

なっていますが、これは２５年度における用地取得を目

的とする基金についての整理統合による一時的な増額が

影響しているためです。 
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市債残高の推移

1,233 1,225 1,197 1,177 1,207 1,270 1,347
1,463 1,465 1,458
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500
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2,000
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3,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

その他

臨時財政対策債
建設債

〔億円〕

1,838 1,894 1,881 1,867 1,933
2,055

2,205

2,408
2,489

2,566

⑤ 市市  債債 は５９億円の増額 （ ２１９億円
平成２５年度

 ⇒ ２７８億円
平成２６年度

 ） 

  対前年度比：＋２７．３％ 

一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計は、  

１億円の減額 （ ３１８億円
平成２５年度

 ⇒ ３１７億円
平成２６年度

 ） 

  対前年度比： △０．６％ 

  市債は平成２５年度の約２１９億円から２６年度は約２７８億円となり、約５９億円

の増額となっていますが、一体編成した合計の予算額で比較すると、２５年度の    

約３１８億円から２６年度は約３１７億円となり、約１億円の減額となっています。   
  このうち、建設に係る市債は、市が公共施設や道路等を建設する際などに、その財源

の一部とするため借入れを行うもので、国直轄事業負担金の減少などにより一体編成し

た合計の予算額においては、前年度から約２２億円減少の約１６７億円となっています。 
  また、臨時財政対策債については、２５年度から２０億円の増額となる１５０億円を

計上しており、引き続き市債全体の中で大きな割合（４７．４％）を占めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※各年度末現在の残高（25 年、26 年度は残高見込） 
  市債残高は、平成２１年度以降増加しており、平成２６年度末では約２，５６６億円

となる見込みです。内訳では、臨時財政対策債が１，０２１億円となり、市債残高全体

の約４０％となる見込みです。 

（グラフ６）
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平成26年度
当初予算

構成比
(％)

実質的な
平成26年度

　当初予算 *1
(Ａ)

構成比
(％)

平成25年度
当初予算

実質的な
平成25年度

　当初予算 *2
(Ｂ)

対前年度増減額
(Ａ)-(Ｂ)

(Ｃ)

対前年度伸率
（％）

(Ｃ)/(Ｂ)

1,049,728 0.4% 1,049,728 0.4% 1,062,864 1,062,864 △ 13,136 △1.2%

23,342,555 9.1% 23,417,262 8.9% 24,196,642 24,292,744 △ 875,482 △3.6%

110,112,949 42.8% 110,132,949 42.0% 101,273,578 101,273,578 8,859,371 8.7%

23,296,154 9.0% 23,296,154 8.9% 21,692,418 21,692,418 1,603,736 7.4%

1,131,750 0.4% 1,131,750 0.4% 1,051,530 1,051,530 80,220 7.6%

854,024 0.3% 854,024 0.3% 930,939 930,939 △ 76,915 △8.3%

14,976,330 5.8% 14,976,330 5.7% 15,342,322 15,342,322 △ 365,992 △2.4%

31,160,951 12.1% 32,309,660 12.3% 28,252,632 37,064,225 △ 4,754,565 △12.8%

8,244,161 3.2% 8,420,470 3.2% 7,880,390 7,880,390 540,080 6.9%

19,001,771 7.4% 22,375,046 8.5% 18,496,258 21,025,563 1,349,483 6.4%

23,759,033 9.2% 23,759,033 9.1% 23,474,427 23,474,427 284,606 1.2%

670,594 0.3% 670,594 0.3% 846,000 846,000 △ 175,406 △20.7%

257,600,000 100.0% 262,393,000 100.0% 244,500,000 255,937,000 6,456,000 2.5%

*1　平成26年度当初予算+平成25年度3月補正予算
*2　平成25年度当初予算+平成24年度3月補正予算

項　　目

議会費

民生費

総務費

目
的
別
内
訳

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

その他

公債費

合　　計

消防費
3.2%

議会費
0.4%

その他
0.3%公債費

9.1%
教育費

8.5%

土木費
12.3%

商工費
5.7%

労働費
0.4%

農林水産業費
0.3%

衛生費
8.9%

民生費
42.0%

総務費
8.9%

２   歳出（目的別） 

 

  行政サービスの目的や組織に応じた分類 
 

    歳出の目的別の内訳では、一体編成

後の予算額として、民生費が約   

１，１０１億円（構成比４２．０％）、

土木費が約３２３億円（同１２．３％）、

衛生費が約２３３億円（同８．９％）、

教育費が約２２４億円（同８．５％） 
などとなっています。 

 

 

 

 

（表３）平成２６年度一般会計当初予算〔目的別歳出〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（単位：千円）

（グラフ７）目的別歳出構成

歳出 

2,624 億円 
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① 民民生生費費 は約８８億円の増額 （ １，０１３億円
平成２５年度

 ⇒ １，１０１億円
平成２６年度

 ） 

     対前年度比：＋８．７％ 

   （民生費：高齢者福祉や障害者福祉、子育て支援などの予算）  
◆ 医療給付費の増加や各種福祉施策の拡充等により約８８億円の増額となって

います。また、消費増税の影響を考慮して実施される、低所得者や子育て世帯

に対する臨時的な給付に必要な予算を計上しています。 
・ 臨時福祉給付金給付事業 約１８億円 
・ 子育て世帯臨時特例給付金給付事業 約９億円 

◆ 生活保護費は約２２８億円（対前年度比＋７億円）。 
平成２１年度と比較すると約１．７倍の予算となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 衛衛生生費費 は１６億円の増額 （ ２１７億円
平成２５年度

 ⇒ ２３３億円
平成２６年度

 ） 

                 対前年度比：＋７．４％  

（衛生費：健康の増進、ごみ処理、環境保全などの予算） 

◆ 津久井クリーンセンターし尿処理施設等清掃施設の整備やがん検診・予防接種に要す

る事業費が増額したこと等により前年度比１６億円の増額となっています。 
 

③ 土土木木費費 は２９億円の増額 （ ２８３億円
平成２５年度

 ⇒ ３１２億円
平成２６年度

 ） 

                対前年度比：＋１０．３％ 

一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計は、 

４８億円の減額 （ ３７１億円
平成２５年度

 ⇒ ３２３億円
平成２６年度

 ） 

                対前年度比：△１２．８％ 

 （土木費：道路や公園、市営住宅の維持管理や整備などの予算） 

◆ さがみ縦貫道路の工事が完了に近づき国直轄事業負担金が約３７億円減少したこ

と等により、一体編成した合計の予算額では約４８億円の減額となっています。 

（グラフ８）生活保護費と被保護世帯の推移 

※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は当初予算額 

（世帯）（億円） 
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目的別歳出構成の推移では、民生費が引き続き大幅に増加をしており、平

成２６年度では約４２％となっています。その他の費目では、衛生費、教育

費及び消防費が増加しています。また、過去の市債の償還に要する経費であ

る公債費の割合は近年ではおおむね９％程度で推移しています。 

④ 教教育育費費 は５億円の増額 （ １８５億円
平成２５年度

 ⇒ １９０億円
平成２６年度

 ） 

                対前年度比：＋２．７％  

一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計は、 

１４億円の増額 （ ２１０億円
平成２５年度

 ⇒ ２２４億円
平成２６年度

 ） 

    対前年度比：＋６．４％ 

（教育費：学校教育や生涯学習、スポーツ振興などの予算） 

◆ 教育環境の向上や非常時に避難所となる屋内体育館の改

修工事など、防災対策等の充実により一体編成した合計

の予算額で比較すると約１４億円の増額となっています。 
 

   （グラフ９）目的別歳出構成の推移 

    総務費       民生費    衛生費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は一体編成した合計の当初予算額 
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平成26年度
当初予算

構成比
(％)

実質的な
平成26年度

　当初予算 *1
(Ａ)

構成比
(％)

平成25年度
当初予算

実質的な
平成25年度

　当初予算 *2
(Ｂ)

対前年度増減額
(Ａ)-(Ｂ)

(Ｃ)

対前年度伸率
（％）

(Ｃ)/(Ｂ)

174,396,381 67.7% 174,680,926 66.6% 162,816,249 163,022,229 11,658,697 7.2%

人件費 43,420,470 16.9% 43,420,470 16.6% 43,952,611 43,952,611 △ 532,141 △1.2%

物件費 38,056,364 14.8% 38,227,118 14.6% 34,124,147 34,239,063 3,988,055 11.6%

補助費等 18,375,368 7.1% 18,376,543 7.0% 15,238,232 15,238,232 3,138,311 20.6%

維持補修費 4,109,772 1.6% 4,222,388 1.6% 3,659,355 3,750,419 471,969 12.6%

扶助費 70,434,407 27.3% 70,434,407 26.8% 65,841,904 65,841,904 4,592,503 7.0%

23,285,783 9.1% 27,794,238 10.6% 22,635,643 33,868,163 △ 6,073,925 △17.9%

補助事業 9,690,171 3.8% 11,926,237 4.5% 12,056,454 14,870,742 △ 2,944,505 △19.8%

単独事業 13,595,612 5.3% 15,868,001 6.1% 10,579,189 18,997,421 △ 3,129,420 △16.5%

59,917,836 23.2% 59,917,836 22.8% 59,048,108 59,046,608 871,228 1.5%

うち公債費 23,667,633 9.2% 23,667,633 9.0% 23,383,850 23,383,850 283,783 1.2%

257,600,000 100.0% 262,393,000 100.0% 244,500,000 255,937,000 6,456,000 2.5%

*1　平成26年度当初予算+平成25年度3月補正予算
*2　平成25年度当初予算+平成24年度3月補正予算

項　　目

合　　計

性
質
別
内
訳

消費的経費

投資的経費

その他経費

人件費
16.6%

扶助費
26.8%

公債費
9.0%

投資的経費
10.6%

物件費
14.6%

その他
13.8%

維持補修費
1.6%

補助費等
7.0%

 
 ３  歳 出（性質別） 

 
   経費の性質に応じた分類 

 
 一体編成後の予算額では、人件費

は約４３４億円（構成比１６．６％）、

扶助費は約７０４億円（同２６．８％）、

公債費は約２３７億円（同９．０％）

となっています。 
 これら３つの経費は、義務的経費と呼ばれており、

扶助費や公債費の増加に伴い、義務的経費の割合も増

加しています。公共施設整備などを行う投資的経費は

約２７８億円（同１０．６％）となっています。 
また、社会保障・税番号制度への対応など新たな事務への対応や消費増税の影響な

どにより、委託料や光熱水費、物品購入などの経費である物件費が大幅な伸びとなっ

ています。 

 

（表４）平成２６年度一般会計当初予算〔性質別歳出〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

（単位：千円） 

義務的経費 

（グラフ 10）性質別歳出構造 
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472

381

469 472

440
434

468
458

447
432

4,6404,6204,715
4,590 4,5904,590

3,945

4,470

4,740 4,640

320

340

360

380

400

420

440

460

480

500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

〔億円〕

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000
〔人〕

人件費
職員定数

① 人人件件費費 は６億円の減額 （  ４４０億円
平成２５年度

 ⇒ ４３４億円
平成２６年度

 ） 

                 対前年度比：△１．２％ 

◆ 報酬等の支払い科目について計上方法に変更があった為、計算上人件費が減額と

なっています。 
   （グラフ 11）人件費と職員定数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

人件費と職員定数の推移では、人件費、職員定数は  
いずれも合併に伴い一時的に増加しましたが、その後 
抑制を図ってきました。 
 

 ② 補補助助費費等等 は３２億円の増額 （ １５２億円
平成２５年度

 ⇒ １８４億円
平成２６年度

 ） 

                   対前年度比：＋２０．６％  

◆ 臨時福祉給付金の新設（約１６億円） 

◆ 子育て世帯臨時特例給付金の新設（約８億円） 

◆ 幼稚園就園奨励補助金の拡充（約４億円） 

 ③ 扶扶助助費費 は４６億円の増額 （ ６５８億円
平成２５年度

 ⇒ ７０４億円
平成２６年度

 ） 

                   対前年度比：＋７．０％  

（扶助費：社会保障制度の一環として生活困窮者、高齢者、児童、障害者等に対する 
様々な支援を行う経費） 

◆ 生活保護費の増加（約７億円） 
◆ 障害児者介護給付費等（約２２億円） 
◆ 児童保護措置費（約３億円） 
◆ 保育所入所児童保育委託（約５億円） 
◆ 自立支援医療給付（精神通院医療）（約２億円） 

  

※人件費の各年度は当初予算額 
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196

212

200

217

234 237

188

206 209
199

100

120

140

160

180

200

220

240

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

〔億円〕

＊２つの公債費 

公債費は、目的別歳出

の公債費 (P42)と性質別

歳出の公債費で金額が違

います。 
 目的別では、元金償還、

利払いなどのほか、支払

手数料等の事務経費が計

上されますが、性質別で

は、事務経費が物件費と

して取り扱われるため差

が生じます。 

④ 公公債債費費 は３億円の増額 （ ２３４億円
平成２５年度

 ⇒ ２３７億円
平成２６年度

 ） 

                 対前年度比：＋１．２％ 

（公債費：市債を償還する経費） 

◆ 市債残高の増大に伴い公債費も増加しています。 
◆ 市債の償還については、従来、借入れから元金の返済

開始まで３年程度の据置期間を設けていましたが、将

来負担の早期軽減と、より有利な資金調達を進めるた

め据置なしで返済を行うものの割合を増加させたこと

も公債費の増加の一要因となっています。  
           （グラフ 12）公債費の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ⑤ 投投資資的的経経費費 は７億円の増額 （ ２２６億円
平成２５年度

 ⇒ ２３３億円
平成２６年度

 ） 

                        対前年度比：＋２．９％ 

一体的に編成した平成２５年度３月補正予算との合計は、 

      ６１億円の減額 （ ３３９億円
平成２５年度

 ⇒ ２７８億円
平成２６年度

 ） 

    対前年度比：△１７．９％ 

（投資的経費：公共施設整備などを行う経費） 

◆ 投資的経費は、一体編成した合計の予算額で比較すると６１億円の減額となって

います。これは国直轄事業に係る負担金が減額となったことや、用地取得を目的

とする基金の整理統合により２５年度が一時的に増額となっていた影響による

ものです。 

※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は当初予算額 

※22 年度より借換えは公債管理特別会計で行っている 
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（グラフ 13）性質別歳出構成の推移 

            義務的経費       投資的経費   物件費 維持補修費 

      人件費      扶助費 公債費 補助事業 単独事業  補助費等  その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
性質別歳出構造の推移では、扶助費が大幅に増加していることが

わかります。公債費は近年はおおむね９％程度で推移しており、人

件費は、減少で推移しています。また、給付金事業の影響により補

助費等が増加しています。 
     （グラフ 14）消費的経費と投資的経費の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費的経費 投資的経費 その他 

※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は当初予算額 



４  財政調整基金 

 

    財政調整基金は、各年度の決算剰余金の一部などを積み立てたものです。税収が

減少したときや突発的に多額の財政需要が発生した時など、サービス水準を一定に

保つため取崩して用いるなど、複数年度間の財源調整を目的とした基金で、一般家

庭の預貯金に似ています。 

    IT バブル崩壊後の経済不況からの回復期に基金の積立てを積極的に進めてきまし

たが、リーマンショック以降の経済不況に伴う税収不足に対応するため、平成２１

年度以降は２３年度を除き取崩額が積立額を上回り、残高は減少しています。平成

２６年度は積立額４０億円、取崩額６８億円を見込んでおり、年度末の残高見込は

約７４億円となります。 

     

 

 

      （グラフ 15）財政調整基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※24 年度までは決算額、25 年度・26 年度は決算見込額 
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152,717

32,472

32,304

20,767

44,803
31,027

32,946

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

1

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

５  市民一人当たりの予算額   
 

（表５）市民一人当たりの予算額 

一人当たりの予算額は、予算額を相

模原市の人口（721,155 人、平成 26
年 1 月 1 日現在）で割ったものです。 

 
市民一人当たり予算額は、約３６万

円です。このうち福祉・子育て支援な

どの民生費が約１５万円、保健、ごみ

処理などの衛生費が約３万円、土木費

が約４万円、教育費が約３万円などと

なっています。 
また、過去に借り入れた市債を償還

する公債費は一人当たり約３万円です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

 

 

 

 

費 目 
H26 一体編成した

当初予算額 
（千円） 

一人当たりの

予算額（円）

議会費 1,049,728 1,456
総務費 23,417,262 32,472
民生費 110,132,949 152,717
衛生費 23,296,154 32,304
労働費 1,131,750 1,569
農林水産業費 854,024 1,184
商工費 14,976,330 20,767
土木費 32,309,660 44,803
消防費 8,420,470 11,676
教育費 22,375,046 31,027
公債費 23,759,033 32,946
その他 670,594 930
合計 262,393,000 363,851

（グラフ 16）市民一人当たりの予算額 

民生費 

土木費 

総務費 

衛生費 

商工費 

教育費 

公債費 

（円） 

※横幅が金額の大きさを示しています。



６  相模原家の家計簿 

   市の財政について、皆さんに身近に感じていただくために、市の予算を家計に例え

てみます。相模原家の年収を５００万円と仮定して当てはめてみたのが下表です。 
※26 年度当初予算額から算出（カッコ内は 25 年度当初予算額との比較） 

 収 入 支 出 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食費 

（人件費） 
84 万円 (△6 万円)

医療費 

（扶助費） 
137 万円 (+2 万円)

ローンの返済 

（公債費） 
46 万円 (△2 万円)

その他生活費 

（物件費など） 
144 万円 (+7 万円)

家の増改築費 

（普通建設事業費） 
45 万円 (△1 万円)

子どもへの仕送り 

（他会計への繰出金） 
44 万円 (±0 万円)

 
 

 

合 計 500 万円 
 

基本給 

（市税） 
218 万円 (△4 万円)

諸手当 （譲与税・ 

交付金・国県支出金など） 
143 万円 (+3 万円)

貯金の取崩し 

（基金繰入金） 
15 万円 (△9 万円)

家賃収入 

（使用料・手数料など） 
54 万円 (△1 万円)

親からの仕送り 

（地方交付税） 
16 万円 (+2 万円)

生活資金のローン 

（臨時財政対策債） 
29 万円 (+2 万円)

家の増改築のローン 

（建設債等） 
25 万円 (+7 万円)

合  計 500 万円 

給 

与 

親
か
ら
の
本
来
の
仕
送
り  

 

 

 

         

 

 

   収入では、給与や家賃収入では依然として生

活に十分な額には満たないため、親からの仕送

りや貯金の取崩しなどでしのいでいます。しか

し、親（国）の家計も苦しいため仕送りは全額

をもらえず、一部を仕送りに代わるものとして

生活資金のローンを借りています。（返済資金は

親が仕送りしてくれる約束になっています。） 

ローン残高 498万円（△10 万円）

 

貯金     24万円 （+1 万円）

 

   このほか、相模原家のローン残高は４９８万

円、貯金が２４万円となっています。    
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７．行政改革の推進 

 
厳しい財政状況において、継続的かつ効果的に施策を推進するため、簡素で

効率的な行政運営の追求や不断の改善に取り組みます。 

 

<平成２６年度予算における主な内容> 

◆ 人人件件費費のの抑抑制制  

職員定数が増加となる中で、人件費の抑制に向け次の取組を行っています。 
・ 制度改正による削減              約２億６，５００万円 

退職手当の段階的な引下げ 
・ 時間外勤務手当及び休日勤務手当の縮減       約５，８００万円 

「時間外勤務時間縮減プロジェクト」による、効率的な事務執行の推進 

◆ 財財源源確確保保にに向向けけたた主主なな取取組組  

・ ネーミングライツ収入               約３，１００万円 
相模原麻溝公園競技場等への新規導入を含む、ネーミングライツ制度の実施 

・ 有料広告収入                   約３，１００万円 
広報紙や相模大野パブリックインフォメーション等への有料広告の掲載 

・ 寄附金制度の活用                 約１，４００万円 
「暮らし潤いさがみはら寄附金」による、寄附を通じた市政への市民参加の促進 

・ 南清掃工場売電収入              約４億５，０００万円 
再生可能エネルギーの固定価格買取制度の適用を受けるとともに、入札を実施 

・ 市有施設における宝くじ売場の設置           約９００万円 
施設内の空きスペースに売場を設置し、売上げの一部を販売施設で直接活用 
 

◆ 効効率率的的、、効効果果的的なな財財政政運運営営   

・ 特定規模電気事業者からの電力購入  （効果額）約１億２，０００万円 
電力小売市場の自由化に伴い、導入効果の高い施設について、特定規模電気事

業者（ＰＰＳ）からの電力購入の実施 
・ 債権回収対策の強化         （効果額）約３億４，０００万円 

市税納付お知らせセンターによる初期未納者対策の実施、強制徴収債権に係る

財産調査、差押、公売等滞納処分の強化、非強制徴収債権に係る弁護士への債権

回収業務委託等による強制執行（特別会計分を含む）の実施 
・ 資金管理一元化における効率的な資金運用   （効果額）約５００万円 
  資金の一元化運用における運用収益の増額 

 

平成２５年度に策定した、さがみはら都市経

営指針実行計画を基に、引き続き行政改革に

取り組んでいます。 
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対前年度
伸率(％)

27,877,413 26,616,734 1,260,679 4.7

平成26年度 平成25年度 増減額

下 水 道 事 業

会計名

８．特別会計、公営企業会計予算案の概要 

 
相模原市には、一般会計のほか９の特別会計が設置されています。 
特別会計全体では、約１，７２５億円で、平成２５年度に比べ約６８億円の増額（伸

率４．１％）となっています。これは、給付費等の増加に伴い、国民健康保険事業が

約１３億円の増額、介護保険事業が約２６億円の増額となったほか、市債の返済を行

う公債管理が借換えの影響などにより約２０億円の増額となっているものです。 
 

 （表６）平成２６年度特別会計当初予算      （単位：千円） 

対前年度
伸率(％)

172,468,800 165,683,300 6,785,500 4.1

83,752,000 82,447,000 1,305,000 1.6

事 業 勘 定 83,489,000 82,182,000 1,307,000 1.6

直 営 診 療 勘 定 263,000 265,000 △ 2,000 △ 0.8

40,098,000 37,455,000 2,643,000 7.1

180,000 180,000 0 0.0

6,587,000 6,050,000 537,000 8.9

1,809,000 1,728,000 81,000 4.7

410,000 240,000 170,000 70.8

2,720,000 2,600,000 120,000 4.6

93,800 202,300 △ 108,500 △ 53.6

36,819,000 34,781,000 2,038,000 5.9

公 共 用 地 先 行 事 業 取 得

公 債 管 理

財 産 区

簡 易 水 道 事 業

増減額

特 別 会 計 合 計

会計名 平成26年度 平成25年度

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

自 動 車 駐 車 場 事 業

介 護 保 険 事 業

母子寡婦福祉資金貸付事業

 
 

（表７）平成２６年度公営企業会計当初予算      （単位：千円） 
 
 
 
 
※下水道事業は平成２５年度３月補正予算において、589,300 千円を前倒して計上しています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度当初予算案の概要 

～明るく希望にあふれる未来に向かって～ 
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